日本の住宅防火対策
（現状とその背景及び今後の方向）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　小　林　恭　一※
はじめに

　日本では、2004年6月に消防法が改正され、戸建て住宅を含む全ての「住宅」に「住宅用防災機器」の設置が義務づけられることとなった。設置が義務づけられる「住宅用防災機器」の種類については政令で定めることとされており、現在のところ煙感知タイプの「住宅用防災警報器（通称「住宅用火災警報器」）が定められている。
　この法律に基づき、実際に個々の住宅に住宅用火災警報器の設置義務が生じたのは本年（2006年）6月1日からである。なお、既存の住宅については、市町村の条例で適用免除の期間を定めることができることとされているが、消防庁ではその期間を3～5年以内とするよう推奨している。
　日本では伝統的に、「住宅内部の火災危険に対する責任は居住者個人に帰されるべきもの」と考えられてきたため、戸建て住宅については消防用設備等の設置規制は行われて来なかった。（戸建て住宅に対しては、建築基準法により、隣接する住宅への延焼防止の観点からの防火規制は行われてきた。また、共同住宅については、建築基準法による建築的要素に対する規制のほか、消防法により自動火災報知設備を初めとする様々な消防用設備等の設置規制が行われて来たが、これらは、住戸内で発生した火災の被害が同じ建物内の他の住戸に及ぶことを防ぐ観点からのものである。）
　しかしながら、
1 近年、高齢者（戸建て住宅に住んでいることが多い）を中心に火災による死者数が急増していること

2 高齢者数は今後も急激に増え続けることが確実であるため、放置すれば火災による死者数が激増する恐れがあること
3 高齢者の増加に伴う火災による死者の急増は以前から予想されていたため、1991年以来、住宅用火災警報器や住宅用消火器の普及などの住宅防火対策を国民運動として続けて来たが、キャンペーン方式では効果に限界があること

4 アメリカ、カナダ、イギリスなどで、住宅に煙感知タイプの住宅用火災警報器の設置を義務づけることにより住宅火災による死者数を激減させるのに成功していること

などを踏まえ、今般、消防法の改正に踏み切ったものである。
　日本では50年以上の間、建物に対する消防用設備等の設置規制は、病院、社会福祉施設、物品販売店舗、ホテル等の業務用建築物を主体に行われて来た。これらの建築物が用途的
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国民保護・防災部長）
にみて高い潜在的火災危険性を有しており、実際にもこれらの建築物の火災で一時に多数の死者が出るという経験を積み重ねてきたためである。
　建築物の防火安全性は、日本では建築基準法と消防法の両法により担保されているが、
多数の死者を出す火災が発生するたびに両法の防火規制が強化された結果、1990年頃までに、一時に10人以上の死者を出す建物火災はほとんど発生しなくなった。
　一方、住宅（特に、量的に多数を占める戸建て住宅）に対する防火規制がほとんど行わ
れて来なかったため、住宅火災による死者は高齢者数の増加とともに1990年頃から増加し始めた。火災100件当たりの死者数で見ても、病院、社会福祉施設、ホテルなど一般に「火災による人命危険が高い」とされる建築物（1.0～2.0人/100件）に比べて数倍高い（5.0～7.0人/100件）という結果になっている。
　このため、日本では、建物火災対策の主要なターゲットは今や「住宅」になっている。

　本稿では、建物火災に対する規制の変遷を整理し、その効果を火災統計から明らかにするとともに、日本の住宅火災の特徴と住宅防火対策の現状及び今後の方向等を整理することとしたい。

１　戦後の防火法令の改正の変遷
（1） 市街地大火の時代
　建物火災による被害を軽減するための防火法令として、日本では建築基準法と消防法がある。
建築基準法は、1950年の制定当初は、建築物単体の防火対策としての意味合いよりも市
街地大火対策としての意味合いが強かった。当時は、戦後の混乱期で消防体制が未整備であり、都市構造も脆弱であったため、初期消火に失敗すると広範な市街地火災に拡大する
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ことが多かったのに対し、中高層建築物の数が少なく、その種の建築物の火災の数もあまりなかったのだから当然であろう。
　消防法（1948年制定）についても、消防用設備規制を初めとする火災予防関係規定は、当時は市町村条例に任せられており、条文の大半は消防活動等のための消防機関への権限付与等に当てられていた。

　建物焼損面積が３３千㎡以上のいわゆる「市街地大火」は、阪神・淡路大震災を除けば1976年の酒田大火以降発生していないが、1946年から57年までの１２年間には２７件も発生している（図１）。

（２）市街地大火対策から建築防火対策へ
　1955年以降になると、経済の急速な発展と大都市への人口集中が始まり、建築物の高層化、大規模化の傾向が現れてくる一方で、「市街地大火」が減少してきたため、防火法令も変化していく。
　1957年の建築基準法第一次改正では、主要構造部を耐火構造とした建築物の建蔽率が緩和され、大都市の建築物の耐火構造化と効率的土地利用が促進されたが、1958年2月の東京宝塚劇場火災（３人死亡）等を契機として、1959年、建築防火関係に重点を置く第２次改正が行われた。この改正では、「耐火建築物」及び「簡易耐火建築物」の規定が設けられ、これによって特殊建築物、無窓の居室等、及び防火地域における防火に関する構造制限が強化されるとともに、特殊建築物の避難、消火、内装制限等の規定が拡大された。
　またこれに伴い同年、同法施行令が改正され、耐火構造及び防火構造の性能、簡易耐火建築物の構造等、地下街、内装制限、廊下・避難階段等についての制限等に関する規定が強化された。
　一方、地方分権的色彩の強かった消防法は、消防体制や建築物の防火対策に対する市町村等ごとの不均衡を是正するため、1960年、防火管理者制度、消防用設備規制等の大幅な強化を内容とする大改正が行われ、それまで市町村条例で定めることとされていた「消防の用に供する機械器具」等の設置基準の全国統一が図られるとともに、急増の傾向が見えてきた中高層建築物の防火対策が強化され、現行の消防法令の骨格が出来上がることとなった。
（３）建築物の高層化、深層化の進展
建築物の高層化の動きが明確に顕在化するのは、経済上の要請と建築技術の進歩を背景

として1961年と63年に行われた建築基準法の改正においてである。
1961年の改正では、「特定街区」の制度が創設されて、戦前の「市街地建築物法」以来
の絶対高さ制限（３１ｍ）が緩和され、また、1963年の改正では「容積地区」の制度が創設されて、容積地区内では絶対高さ制限が無くなることとなった。
これらの改正の結果、高さ３１ｍを超える高層建築物が多数建設されるようになること
が予想されたため、1961年及び64年の建築基準法施行令の改正において、高層建築物に対する内装制限の強化、防火区画、避難路の面積等についての上乗せ等が行われ、同時に耐火構造の耐火性能に関する規定の整備が行われている。
また、これらの改正を受けて、1964年には消防法施行令も改正され、消火設備、誘導灯、
消防用水、連結送水管、非常コンセント設備等の基準に高層建築物に関する規定が追加された。
このように、霞ヶ関ビルを初めとする高層建築物の登場に向けて、防災法令上の一応の

手当は講ぜられたが、超高層建築物や、当時増えつつあった地下街等についての防災面に関する懸念は解消されたわけではなく、消防審議会や建築審議会においてさらなる検討が行われた。この両審議会の答申が、次ぎに述べる旅館・ホテル等の火災の教訓とあいまって、1965年以降約10年間に及ぶ相次ぐ防火法令の改正に結びついていくのである。
（４）旅館等の火災多発を契機とする防火法令の改正
　超高層建築物が出現した1965年頃は、多数の死者を伴う耐火建築物の火災が多発した時代でもある。1966年1月の川崎市金井ビル火災（１２人死亡）、同年3月の群馬県水上温泉菊富士ホテル火災（３０人死亡）、1968年3月の東京都浅草国際劇場火災（３人死亡）、同年11月の兵庫県有馬温泉池之坊満月城火災（３０人死亡）、1969年2月の福島県磐梯熱海温泉磐光ホテル火災（３０人死亡）などがそれであり、これらの火災により、耐火建築物の安全性に対する不信感が社会に広がることとなった。
　これらの火災で死傷者が多かった直接的な理由は様々であったが、基本的には、急激に増加した耐火建築物の特有の火災性状に対する建築構造、消防用設備等及び出火後の消火・避難誘導システム等の面での対応が遅れていたものと考えられ、この観点からの防火法令の改善の必要性が改めて認識された。
　こうして1966年12月には、防火管理者制度の強化及び避難器具・自動火災報知設備に関する規制の強化を内容とする消防法施行令の改正が行われ、さらに1968年6月には、さきに述べた消防審議会の答申への対応とも併せ、高層建築物、地下街等に対する共同防火管理及び防炎規制の実施等を内容とする消防法の改正が、1969年3月には、これに関連する施行令の改正が行われ、同時に旅館・ホテル等や病院等に対する自動火災報知設備の遡及設置等の規定が追加されることとなった。
　一方、建築基準法関係では、1969年1月、同法施行令が改正され、竪穴区画規制の新設、内装制限及び避難施設に関する規制の強化、地下街の防火区画及び避難施設に関する規制の強化等が行われ、さらに1970年6月には、社会情勢の変化や技術革新への対応を図ることなどと併せ、建築基準法の制定以来の大改正が行われることとなるのである。
　この改正は、建築基準法令の執行体制の整備、良好な市街地環境の維持増進等を目的とするとともに、特に建築防火対策の強化を目指したものであり、その内容は、耐火建築物としなければならない建築物の拡大、内装制限の強化、特殊建築物・高層建築物・大規模建築物に対する排煙設備、非常用の照明装置、非常用の進入口、非常用のエレベーター等の設置義務づけ等であり、同年12月には関連施行令の改正も行われている。

（５）千日デパートビル火災と大洋デパート火災
1965年～70年頃の一連の防火法令の整備にもかかわらず、多数の死傷者を伴う建物火災
が跡を絶ったわけではなかった。特に、1972年5月の大阪市千日デパートビル火災（１１８人死亡）及び1973年11月の熊本市大洋デパート火災（１００人死亡）は、我が国の中高層建築物火災史上最大のものであり、建物火災の恐ろしさを改めて我々に教えてくれた。
千日デパートビル火災の教訓を踏まえ、消防庁は、1972年12月、消防法施行令を改正
し、防火管理者制度の拡充、スプリンクラー設備の設置対象の拡大、複合用途防火対象物（雑居ビル）に対する規制の強化、不特定多数の者や身体弱者等が利用する施設（特定防火対象物）に対する自動火災報知設備の遡及設置等の改正を行った。

　一方建設省は、1973年8月、防火区画における防火戸の常時閉鎖の原則、煙感知器連動閉鎖式防火戸の規定、防火ダンパーの遮煙性能の要求、二方向避難の要求範囲の拡大、避難階段・特別避難階段の防火戸に対する遮煙性能と煙感知器連動化の要求、内装制限の強化等、主として煙対策を中心とする建築基準法の改正を行った。
これらの改正にもかかわらず、大洋デパート火災において再度大惨事が発生したため、

両省庁はその対策に苦慮することになる。1965年以降継続的に防火規制の強化を図って来た両省庁にとって、当時最大の課題は、規制を強化してもそれ以前に建設されたものには適用されないため、防火対策が十分でない古い建築物がそのままになってしまうことであったが、千日デパートビルと大洋デパートの大惨事は、まさにそのために死者が増大した面が強かったからである。
そして、ついに1974年6月、消防庁は防火管理に関する消防機関への措置命令権の付与、
特定防火対象物に対する消防用設備等の遡及適用条項の新設、消防用設備等に対する消防機関の完了検査制度及び消防設備士等による定期点検報告制度の新設等を内容とする消防法の大改正に踏み切ったのである。
この改正は、「特定防火対象物については、古い建築物であっても消防用設備等に関す
る最新の消防法令に適合しなければならない」とした、いわゆる「遡及適用条項」の故に、防火法制史上画期的な改正とされている。
同様の遡及適用条項は、建築基準法にも盛り込むべく国会に上程されたが、防火区画、

避難施設等建築構造に関するものは、消防用設備等に比べ、既存建築物の改善が技術的経済的に困難であることなどの理由により、実現に至らなかった。
大洋デパートの火災の教訓は、同デパートが工事中だったために被害が大きくなったこ

とを踏まえ、1976年11月になって、増築等の場合の防災対策、工事中の建築物等に対する仮使用承認制度等を盛り込んだ建築基準法の改正に結実したのであるが、最新の建築基準法が適用されない古い建築物は依然としてそのまま残ることになった。
このため、建設省は、1979年3月、既存の大規模な特殊建築物及び地下街に対し、３～
５年の期間を区切って建築構造上最低限必要な安全対策をとらせることを目的とした「建築物防災対策要綱」を制定し、行政指導と防災改修融資等とにより、実態に合わせた防災改修を推進することとしたのである。
（６）1975年以降の火災
　1965年以降の相次ぐ防火法令の改正等の効果もあり、1975年以降になると、さすがに数十人以上の死者を伴う火災はしばらく影をひそめたが、その中で1976年12月の沼津市三沢ビル（サロンらくらく酒場）火災（１５人死亡）、1978年3月の新潟市今町会館（スナック　エルアドロ）火災（１１人死亡）などのいわゆる「中小雑居ビル」火災が続いた。

　これらの火災を契機とする防火法令の改正としては、1978年11月の消防法施行令の改正による防炎物品の拡大が上げられるが、基本的には、建築・消防両部局の行政指導の強化等の対策が中心であった。これが功を奏したのか、やがて中小雑居ビルの惨事は跡を絶ち、2001年9月の東京都新宿歌舞伎町明星５６ビル火災が発生するまで、その危険性が表面化することはなくなった。
　1980年以降は、再び旅館・ホテル等で大きな被害を出す火災が相次ぐこととなる。1980年11月の栃木県川治プリンスホテル火災（４５人死亡）、1982年2月の東京都ホテルニュージャパン火災（３３人死亡）、1983年2月の山形市蔵王観光ホテル火災（１１人死亡）、1986 2月の静岡県大東館火災（２４人死亡）などである。

　しかし、これらの火災で多数の死者が出た原因は、防火法令の不備というよりも、これらの旅館・ホテル等が消防法や建築基準法に違反してハード面の整備を怠っていたり、訓練を行わないなど防火管理面で不備があったり、非火災報（誤報）を理由に自動火災報知設備のベルを停止してしまっていたりすることであったため、法令違反の是正を徹底するための「適マーク」制度の創設（1981（昭和56）年5月）、違反処理体制の整備等（いずれも消防庁）が行われたが、防火法令の強化は行われなかった。

　1980年以降で防火法令の改正強化に繋がった火災は、以下の４つである。

　（７）静岡駅前ゴールデン街のガス爆発
　一つは、1980年8月に発生した静岡市の地下商店街「ゴールデン街」におけるガス爆発火災（１４人死亡）である。この火災の結果、1981年1月に消防法施行令が改正され、地下街類似のいわゆる「準地下街」にも地下街同様の規制が行われることとなるとともに、不特定多数の者が利用する大規模な地下空間に「ガス漏れ火災警報設備」の設置が義務づけられた。
　ゴールデン街のガス爆発は、1970年頃から目立つようになってきていたガス爆発対策に各省庁が「規制」という形で本格的に取り組むきっかけにもなり、1980年の建築基準法施行令の改正の際に共同住宅のガス安全対策が盛り込まれたのを初め、1980年から81年にかけて、通商産業省から液化石油ガスの、資源エネルギー庁から都市ガスの安全対策が「ガス事業者等への規制」という形で次々に打ち出された。

　（８）福祉施設と大規模小売店舗へのスプリンクラーの設置規制の強化
　二つ目は、1986年7月の神戸市の社会福祉施設陽気寮の火災（８人死亡）と1987年6月の東京都東村山市の特別養護老人ホーム松寿園の火災（１７人死亡）である。これらの火災では、この種の施設で初期消火に失敗した場合の避難誘導の難しさが改めて浮き彫りになり、1987年10月のスプリンクラー設備の設置規制の強化に繋がった。
　三つ目は、1990年3月の尼崎市のスーパーマーケット長崎屋の火災（１５人死亡）であり、同様に、同年6月のスプリンクラー設備の設置規制の強化に繋がった。
　これらの改正は、いずれも、火災によって明らかになった現行規定の不足又は欠落を、火災をきっかけに改正するという形で行われており、1965～75年に形づくられた防火規定の小規模な整備の意味合いを持つものである。

　（９）新宿歌舞伎町雑居ビルの火災

　以上の３つの事例が「消防用設備規制の強化」という形の対応だったのに対し、2001年の新宿歌舞伎町の火災については、消防法のレベルでは、「違反是正の徹底」と「自主的な防火安全の推進」のための「ツールの提供」を主とした対応となっている。

　中小雑居ビルの実態から違反是正の徹底が難しいため、既に法令に盛り込まれている防火安全対策をどう徹底していくかということが大きな課題として顕在化したからである。

　1980年以降の旅館・ホテル等の火災でも同様に違反是正が課題とされたが、当時のターゲットは比較的大きな施設で、必ずしも法的な強制力によらない「適マーク制度」などによっても改善指導が可能であった。これに対し、歌舞伎町の火災が顕在化させた中小雑居ビルについては、その実態から法的強制力の強化が不可欠であり、法改正が必要となったものである。
（6） で述べたように、中小雑居ビル火災の惨事は1975年頃に散発した後、跡を絶っ
ていたが、一つしかない階段にビールケースが山積みされていたり、防火戸の前に看板を出して閉鎖障害を起こしていたりする事例は誰もが日常的に見聞きしており、火災が発生すると１～2人の死傷者が出る火災も多く、中小雑居ビルの防火管理の水準が向上したわけではないことは社会の中である程度認識されていた。

　それにもかかわらず、これらの危険な対象物の撲滅を図ることが消防行政の中心的な課題になって来なかったのは、「規模が大きい対象物ほど火災の潜在危険性が高い（小さければ潜在危険性は低い）」ということが防災法令の組み立てから消防機関の立ち入り検査計画に至るまでの、暗黙の前提になっていたからである。

　言うまでもなく、この前提は過去の大きな被害を出した火災経験の蓄積から来ていたのだが、延べ面積５００㎡程度の小規模ビルで戦後５番目となる多数の死者が出たため、根底から覆されることとなった。

　死者の多かったことの大きな原因が、階段が一つしかないことであったため、政省令のレベルでは、この種のビルの危険性をターゲットに自動火災報知設備の設置基準などハード・ソフト両面の規制整備が行われた。
２　防火法令改正の効果

　防火法令は、火災から財産及び人命を守ることを目的としたものであるので、防火法令が強化されて一定期間が経過した後は、統計上その効果が現れて来る。これについて、検証することとしたい。

　（１）建物火災１件当たりの焼損面積の推移
　「火災から財産を保護する」ために、消防力の整備、都市構造の不燃化やオープンスペースの確保、耐火建築物の防火区画の設置、自動火災報知設備やスプリンクラー設備の設置など、「火災が発生した場合に出来るだけ焼損面積を少なくする」ための施策が講ぜられて来たことは、１で見てきたとおりである。

　図２は、建物火災１件当たりの焼損面積の推移を戦後５０年間をとおして見たものである。これを見ると、1946年には、火災が発生すると平均して２５０㎡近く、住宅にすると数戸分は燃えてしまうのが普通だったことがわかる。その後、建物火災１件当たりの焼損面積は急激に減少し、1955年には９３㎡に、1960年には６６㎡になり、１４年間で４分の１に減少している。


[image: image2.emf]図２　建物火災１件当たり焼損面積の推移

244

137

93

66

72

68

54

56

54

48

74

47

0

50

100

150

200

250

300

46 50 55 60 65 70 75 80 85 90 95 2000

年

㎡/件


　戦後すぐの時代は、日本の町並みは木造住宅中心であり、社会が混乱し消防力も整備されていなかったことから、火災が発生すると容易に延焼拡大してしまったものと考えられる。その後社会が落ち着きを取り戻し消防体制が整備されてくると、火災が発生しても、平均して住宅１戸分程度の被害で収まるようになってきた、ということだろう。

　1950年頃からは、市街地大火対策を重点に置いた都市計画法と建築基準法に基づいて町が建設されるようになり、耐火建築物の比率も次第に高まってくる。その効果が統計上いつ頃から現れてきたかは明確でないが、消防力の整備ともあいまって1960年頃以降「市街地大火」が滅多に起こらなくなると、建物火災１件当たりの焼損面積は住宅１戸分にも満たなくなり、さらに減少を続けて、最近では５０㎡を切るようになっている。

　図３は、構造別に見た建物火災１件当たりの焼損面積の推移である。

· 耐火造の火災１件当たり焼損面積は他の構造に比べてはるかに小さく、また改善が顕著であること

· 木造と防火造では２倍程度の差があること

· 各構造とも1965年～75年頃に比べて1975年以降では大幅に改善されていること

· 耐火造や簡易耐火造（準耐火造）では1975年以降も改善が進んでいること

· 木造や防火木造では1975年以降は頭打ちになり、1990年頃以降は逆転の傾向も見えること

などが読み取れる。


[image: image3.emf]図３　建物構造別火災１件当たり焼損面積の推移
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　また、図４は、建物火災のうち６割を占める住宅火災について、1969年以降の構造別出火件数の推移を見たものである。

[image: image4.emf]図４　住宅構造別火災件数の推移
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これを見ると、

　・　　木造住宅火災が大きく減少してきていること

· 防火造住宅火災は、当初増加していたが1980年をピークに減少傾向になり、最近では1970年頃と同程度のレベルになっていること

· 耐火造住宅火災が４倍近くに増えていること

などがわかる。

図４の構造別住宅出火件数に現れた傾向は、全国の構造別住宅ストックの推移と構造別住宅出火率の推移を合成した結果であることは言うまでもない。

　図３と図４を合わせ見れば、図２で火災１件当たりの焼損面積が1970年以降も（阪神・淡路大震災のあった1995年を除き）減少して来ているのは、建物火災の６割を占める住宅火災について、構造別住宅ストックの数を反映して、木造住宅火災の比率が下がり、耐火造住宅火災等の比率が上がってきたことが大きいが、耐火造建築物の平均焼損面積が顕著に改善されていることも少なからず寄与していることがわかる。

　消防力の整備の効果は、1965年頃までの焼損面積の顕著な改善に寄与しているものと考えられる。

　なお、構造別の住宅出火率を見ると（図５）、防火造の改善傾向が著しく、耐火造についても改善が顕著であるのに、木造についてはむしろ増加傾向にある。


[image: image5.emf]図５　住宅構造別出火率の推移
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　（２）耐火建築物火災１件当たりの焼損面積の推移

　建築防火対策が本格的に防火法令の中に入ってくるのは1955年以降であるが、中高層建築物特有の火災性状が咀嚼されて建築防火理論として整理され、法令の中に取り込まれてくるのは、１でも述べたように1965～75年の相次ぐ規制強化の際である。その効果は図３にも多少うかがわれるが、中高層建築物から木造戸建て住宅まで一緒にした図３でその傾向を見ても限界がある。


[image: image6.emf]図６　耐火建築物用途別火災100件当たり焼損面積の推移
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　図６を見てほしい。これは、耐火建築物の火災１件当たりの焼損面積の推移を示したものである。ここでは、耐火建築物を、

(A) 1965～75年に特に防火規制が強化され、消防法では遡及適用の対象ともなった「特定防火対象物」

(B) ほとんど規制強化が行われなかった「住宅」

(C) 規制強化は行われたが(A)ほどではなく、消防法の遡及適用対象とならなかった「住宅以外の非特定防火対象物」

に分けて、その焼損面積の変化を見てみた。

　この図を見ると、

1 1969,70年には、「特定防火対象物」(A)の火災１件当たりの焼損面積は、住宅を除く「非特定防火対象物」(C)の１．８倍であったが、自動火災報知設備が遡及（旅館・ホテル等については1969年3月、特定防火対象物全体については1972年12月）された期間（1969～75年）に７０．１㎡→１３．５㎡と約５分の１に激減し、(C)と逆転していること

2 規制強化がほとんど行われなかった「住宅」(B)の火災１件当たりの焼損面積は、最近３０年間ほとんど変化していないこと

3 遡及しなかった「住宅以外の 非特定防火対象物」(C)の火災１件当たりの焼損面積も、1969,70年から1981,82年までの１２年間に、３８．９㎡→１３．８㎡と３分の１弱に着実に減少していること

4 耐火建築物全体の火災１件当たりの焼損面積は、1969,70年から1975,76年までの６年間に３６．４㎡→１４．１㎡と５分の２に急減し、特定防火対象物に対する遡及期限が終わった1979年以降1987,88年までの１０年間にも、１５．６㎡→８．３㎡と約２分の１に減少していること

などがわかる。

　規制強化の程度や遡及適用の有無により、火災１件当たりの焼損面積の減少傾向に大きな違いがあることが明瞭に示されていると言えるだろう。

　中高層耐火建築物火災の場合、１件当たりの焼損面積の減少は、火災の早期発見、初期消火、内装制限、防火区画等の防火対策と消防活動との総合的な結果であると考えられるが、遡及対象物と不遡及対象物の減少速度の違いからみると、自動火災報知設備の設置（すなわち「火災の早期発見」）が１件当たりの焼損面積の減少に直接大きな効果があり、他の対策は相互に共同しながら徐々に効果を現してきたと見ることが出来る。

　また、消防法の遡及期限終了後も火災１件当たりの焼損面積が徐々に減少して来ているのは、1965～75年頃に強化された建築基準法令の適用を受けた建築物の比率が高くなり、規制強化の効果が着実に現れてきていることと、主として経済的な理由から内装に石膏ボードが用いられることが多くなるなど、内装の不燃化が進んだためであろうと考えられる。

　なお、「居住用以外の非特定用途防火対象物」については、1990年頃からかえって増加するようになり、最近では1975年頃の水準に戻ってしまっている。これはこのジャンルに工場や倉庫が含まれていて、バブル崩壊以降大きな火災が発生するようになっているためであり、この種の産業施設の災害が最近の経済状況などの影響を受けて急速に増えてきていることと符合している。

（３）火災１００件当たりの死者数の推移

防火安全対策のもう一つの目的は、人命や身体を火災から守ることである。１で述べた

ような防火法令の強化の効果を検証するためには、死者発生率の推移を見る必要がある。

　図７は、建物用途別に見た火災１００件当たりの死者数の推移（ここでは便宜的に「死者発生率」と言う。）である。この図から以下のようなことがわかる。

①「病院・診療所等」は、1968～70年頃は火災の際の死者発生率が11.7人/百件と最も危
険性の高い用途であったが、その後の改善が著しく、最近では1.1人/百件と、当時の１０分の１以下になっている。

②「旅館・ホテル等」も、1968～82年頃には死者発生率が著しく高かったが（1968～70年9.8人/百件）、著しく改善され、最近では1.8人/百件と、当時の5分の１以下にな

っている。

③「福祉・保健施設」は、火災の発生件数が少ないためか（統計未整備のためか）、1968～74年には死者発生率が０であるが、1975年以降、火災による死者が計上されるようになると、4.6～4.8人/百件程度の死者発生率で推移している。松寿園火災の影響で1987～90年の死者発生率が突出している（8.1人/百件）が、最近では1.4人/百件と改善が進んでいる。

④「居住用の建物」（住宅）の死者発生率は、放火自殺者を除いた統計が得られる1979年以降ずっと5～7人/百件程度で推移しており、ほとんど改善が進んでいない。

5 以上の４用途はいずれも就寝施設であり、かつては他の用途に比べて死者の発生率が極めて高かったが、住宅を除いて著しく改善が進み、最近では他の用途に比べてほとんど遜色ないレベルになっている。

6 他の就寝施設の改善が著しいため、火災が発生した場合の危険性（死者発生率）が最も高い用途は、今や「住宅」であり、しかもその危険性は他の就寝施設の4～5倍にもなる。

7 就寝施設以外の用途の建物は、1965年頃には死者の発生率が1人/百件を超えるものもあったが、1975年以降は改善が進み、最近では、「複合用途」を除けば概ね0.5人/百件以下のレベルになっている。

8 「複合用途」については、1986年以前のデータに未整備のものがあるが、最近でも死者発生率が2～3人/百件で、住宅以外では最も危険性が高くなっており、かつ死者発生率が上昇傾向にある。


[image: image7.emf]図７　主な建物用途別に見た火災１００件当たりの死者数（放火自殺者を含む）
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※住居用途の　　　　にあっては、放火自殺者を除いた数値である。


以上のように、防火法令の整備とそれに基づく建築物の安全対策の実施は、「死者発生

率の著しい改善」という形で火災統計に反映されている、ということが出来る。

　一方で、防火規制の強化が行われなかった「住宅」では改善が進んでおらず、その結果現在では「住宅」が火災による人命危険の最も高い用途になってしまっている。
　また、最近では「複合用途」建築物の死者発生率が住宅を除く他の用途の２～３倍にもなっており、新宿歌舞伎町火災で顕在化した中小雑居ビル火災の危険性の兆候が既に火災統計の中に現れていた、ということにも留意しなければならない。

　なお、「複合用途」建築物の火災による死者の絶対数が、他の対象物の死者が着実に減少して来ている中、近年激増していることにも留意しなければならない。
（４）火災１００件当たりの死者数の外国との比較

このように住宅火災による死者発生率が突出して高いのは、世界的に見ても異例であると考えられる。
例えばカナダでは、住宅火災の死者発生率は過去十数年間1.2～1.7人/百件で推移しており、福祉医療施設等の死者発生率より多少低くなっている（図８）が、用途的特性からみれば妥当な結果であると考えられる。


[image: image8.emf]図８　カナダの建物用途別火災１００件当たり死者数の推移
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　またアメリカでは、住宅火災による死者発生率は0.5～1人/百件程度で、日本の住宅以外の建築物とほぼ同様の値となっている（図９）。
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　なお、日本の住宅火災で共同住宅・併用住宅の死者発生率が高いのは、木造又は防火造共同住宅の死者発生率が木造又は防火造戸建て住宅の死者発生率と同程度に非常に高いためであり、耐火造の共同住宅や併用住宅の死者発生率は相当低くなっている。これは、前者には自動火災報知設備が設置されていない場合が多いのに対し、後者には設置されていることが多いためであると考えられる（図１０）。

[image: image10.emf]図１０　構造別に見た住宅火災１００件当たりの死者数（H８～12年）

6.6

6.7

2.2

6.0

4.6

5.1

2.7

4.4

5.3

2.7

1.1

3.8

0.6

4.0

1.3

1.1

3.2

2.2

2.5

2.4

0

1

2

3

4

5

6

7

8

一般住宅 共同住宅 併用住宅 住宅系の合計

木造

防火造

準耐火造

耐火造

その他


３　日本の住宅防火対策の変遷
　（１）伝統的な住宅防火対策
　日本の住宅防火対策は、市街地大火が続発していた江戸時代以来近年に至るまで、「住宅からの出火が隣接住宅に延焼する事態や、さらに燃え広がって町全体が燃えてしまうような事態を防ぐ」という観点から、「家庭における出火防止対策」を中心に行われてきた。
その対策の中心を担って来たのは消防機関であり、毎年春（3月1日～7日）と秋（11月9日～16日）の「火災予防運動」の期間を中心に、出火防止のキャンペーンを行うとともに、それぞれの地域で住宅防火対策のノウハウの講習等を行ってきた。また、家庭における防火対策の中心である主婦層に火災予防の知識やノウハウを教え、防火・防災意識の啓発を図る観点から地域ごとに「婦人防火クラブ」の育成を図っており、全国で13,012団体（約200万人）が組織されている（2005年版消防白書）。
このように、「住宅防火対策」は伝統的に消防機関の火災予防対策の中心テーマだったが、その目標は1975年くらいまでは「市街地大火防止の観点からの出火防止」が中心であり、「住宅火災による死者の発生防止」という観点が強くなったのは、「市街地大火が過去のものになった」と一般に認識されるようになった1975年頃からのことである。
　（２）住宅防火対策検討委員会(1987～89年)の報告書
　火災による死者（放火自殺者を除く。以下同様とする。）における高齢者の比率は極めて高く、年齢階層別人口10万人当たりの火災による死者の発生率を見ると、81歳以上の高齢者は4．61人で30歳台の20倍近い値となっている（図11）。


[image: image11.emf]図１１　住宅火災における年齢階層別人口10万人当たり死者発生状況
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日本では高齢者比率が急増しており、このまま放置すると火災による死者数が急増することが懸念されたため（図１２）、消防庁では1987年～89年に「住宅防火対策検討委員会（委員長；岸谷孝一東京大学名誉教授）」を設置し、1983年～87年の5年間に住宅火災で死者が発生した全事例3629件（放火自殺によるものを除く）について詳細な分析を行うとともに、日本の住宅火災における死者の発生の特性を整理し、住宅防火対策を体系化して提示した。

[image: image12.emf]図１２ 住宅火災による死者の将来予測 (1990年)
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この委員会の報告書で見る日本の住宅火災による死者の実態は、概ね以下のとおりである。
1 5年間の住宅火災による死者3629人のうち65歳以上の高齢者は1733人（47．8％）である。

2 そのうち半数の875人（50．5％）は身体に何らかの不自由がある。

3 火災時に本人が住宅内に一人でいたのは1843人（50. 8％）である。

4 そのうち一人暮らしが899人（48．7％）、家族が別棟にいた者が186人（10. 0％）、家族が留守だった者が758人（41. 1％）である。
5 死者の発生数が多い時間帯は、通常は夜間であるが、寝たきりの人の場合は昼間である（図１３参照）

　　　　　図１３　寝たきり状態であるか否かの別・時間帯別死者発生状況
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6 戸建て木造住宅火災による死者が2591人（71．4％）ある。

7 戸建て木造住宅の火災による死者発生率（住宅100万戸当たり）は戸建て防火木造の３倍、戸建て耐火造の７倍に達する（図１４）。
8 木造共同住宅の死者発生率は戸建て木造住宅とほぼ同様であるが、防火木造の共同住宅の死者発生率は戸建て防火木造よりかなり（１．７倍）高い（図１４参照）。
図１４　住宅形式・構造別にみた火災による死者発生率
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9 出火場所と同じ場所で死亡していた者は2058人(69．1％)である。

10 そのうち自力避難が困難であった者が594人（23．7％）、着衣に着火してしまった者が349人（13．9％）で、合計1317人（64.0％）である。

11 布団類に着火した火災で死亡した者が843人（23．2％）あり、そのうちタバコやマッチ等の火が着いたものが490人（58.1％）、暖房器具に接触したものが237人（28．1％）である（図１５参照）。

12 布団類に着火した火災で死亡した者のうち自力避難困難者は408人（48．4％）、自力避難制約者（自力避難困難者及び避難行動に制約がある者をいう）は627人（74．4％）であり、自力避難制約者で一人暮らし又は介護手薄だった者が387人（45．9％）である。

13 火災を発見するのが遅れて死亡したのは1024人（28．2％）あるが、このうち健常者が476人（46．5％）おり、健常者の死者（1108人）の43．0％を占める。

図１５　死者の発生した住宅火災における主な着火物と出火源の関係
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（３）日本の住宅火災による死者の特性と防火対策

以上の結果をとおしてみると、日本の住宅火災による死者の典型は、「①高齢者が、

②古い木造住宅に一人でいて、③タバコの火や古いストーブの火が、④布団や衣類に着火し、⑤身体が不自由だったために、⑥逃げようとしても逃げられずに死亡する」というものだと考えることができる。

　アメリカやカナダでは、住宅火災で死者が発生する典型的なパターンは、「①夜、二階又は三階の寝室で寝ている時に、②階下で発生した火災が拡大し、③気づいた時には避難路がなくて死亡する」とされ、このため、①住宅における各室の区画性能の向上、②内装の不燃化、③煙探知器の設置（特に寝室前や階段上部への設置）などが住宅防火対策の基本となっているのではないか、と推察される。
　ところが、日本の火災による死者の典型的な発生パターンは、アメリカやカナダと比べてはるかに貧しく、「若者から取り残された孤独な老人が、地方では古い木造戸建て住宅の、都市部では老朽化した木造賃貸アパートの狭い部屋で、布団を敷きっぱなしにしたまま暮らしている」という状況下で、「身のまわりの火が布団や衣類等に着火し、避難行動も取れずに死亡する」というものである。

このため、火災が発生する部屋と死亡する部屋とが異なっていることを前提としているアメリカやカナダのような住宅防火対策を行っても、（住宅事情の良い層や若年層には有効だが、）日本の火災による死者の多数を占めるこのような層に対しては効果が薄い。
　このような層に対しては、①着火しにくい「防炎布団」の使用、②可燃物が接触しても燃え出さない安全な暖房器具の使用、③火災警報器の設置とその作動によりすぐに駆けつけて助け出す近隣の協力体制の整備、…などの対策か、④住宅用スプリンクラーの設置、などの対策が必要なのである。
　住宅防火対策検討委員会の報告書では、以上のような分析をもとに、住宅の実態に応じてきめ細かな対策のメニューを作るとともに、その対策を講じた場合に死者がどの程度減少するかについても推計している。ちなみにこれによれば、上記①～③の対策を講じると、独居老人世帯の場合には死者が83.9％減少し、④の対策だけでも65．0％減少するとされている。
　報告書ではさらに、個々の住宅の実態を診断して適切な防火対策を提示する「防火診断手法」についても検討し、高齢者家庭等を中心に消防機関が積極的に防火診断を行って防火対策を推進していく方法論を提唱している。
　（４）報告書以降の住宅防火対策

　消防庁では、上記報告書をもとに、1990年を「住宅防火元年」と位置づけ、安価な煙感知器（住宅用火災警報器）の基準の策定や住宅用スプリンクラーの技術開発を推進するとともに、1991年3月には消防庁長官が「住宅防火対策推進に係る基本方針」を定めて、「10年後における住宅火災による死者数を現状から予想される数の半数以下に抑える」という目標を設定し、国全体として住宅防火対策に取り組んでいくことを明らかにした。
　また、1991年7月には、建設省（当時）住宅局や、火災保険業界など経済界の協力も得て「住宅防火対策推進協議会」を発足させ、各種対策の国民運動的な展開を図ることとした。

　各消防本部においては、「基本方針」に基づき、毎年春秋の火災予防運動などの機会をとらえて積極的にキャンペーンを展開するとともに、消防職員や消防団員が高齢者世帯を訪問して防火指導を行うなど、住宅防火対策の推進に力を入れた。

　「基本方針」以後に講ぜられた主な住宅防火対策を列挙すれば、以下のとおりである。
1 住宅用スプリンクラー設備に係る技術ガイドラインの策定（1991年3月）
2 住宅防火診断実施要領の策定（1991年7月）
[image: image20.emf]○個々の住宅の実態に応じて防火対策メニューを提示し、その効果を数値で示すことのできるパソコンソフトを開発し、全国の消防機関に無料で配布するとともに、これを用いた防火診断の実施方法等を消防機関に提示
3 住宅用防災機器等推奨制度の創設と住宅防火安心マーク（図１６）の策定（1991年9月）

· 対象品目；防炎寝具、防炎衣類等、住宅用火災警報器、住宅用消火器、住宅用自動消火装置等）

4 住宅用下方放出型自動消火装置の基準の策定（1994年3月）

5 住宅防火モデル事業実施要領の策定（1995年4月）
· 住宅防火対策に係る施策の効果を検証するとともに、住宅防火対策の普及方策策定の際の指標とするため、地域の実情を踏まえた各種の住宅防火対策をモデル地区で集中的に講ずる「住宅防火モデル事業」の実施の推進
⑤「後期５ヶ年（1996～2000年）における住宅防火対策のあり方」の策定（1996年7月）

· 過去5年間の経験を踏まえ、各種の住宅防火対策の更なる推進を図るとともに、各都道府県・市町村に「住宅防火対策推進組織」を整備して、地域主導で対策の推進を図る。

⑥　消防庁長官による新たな「住宅防火基本方針」の策定（2001年4月）

· 過去10年間の成果と反省を踏まえ、最初の基本方針同様、次の10年間にも住宅火災による死者数の半減を目標に、各種施策の積極的な展開を図る
⑦住宅用消火器の普及のための「消火器等推奨基準」の策定（2001年11月）

　（５）住宅用火災警報器の設置義務の法制化
　住宅防火対策検討委員会の報告書では、「住宅防火対策推進に係る基本方針」（1991年3月）で「10年後」とした2001年における住宅火災による死者数は1200人（このうち65歳以上の死者700人）と推計されており（図１２参照）、その「半数」は600人（65歳以上は350人）ということになる。これに対して、実際の2001年の住宅火災による死者数は923人（65歳以上は511人）であった（図１７）。
　
[image: image16.emf]図１７　住宅火災による死者数（放火自殺者を除く）の推移（1991～2004年）
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従って、10年間にわたって各種の住宅防火対策を実施したことにより、何もしなかった場合に予想される死者数より年間300人近く死者数を減少させることができたと考えられるが、目標に比べれば300人あまり足りなかったことになり、目標達成率は約5割ということになろうか。
　このような結果を考えれば、過去10年間の経験を踏まえて2001年に新たな「住宅防火基本方針」は策定したものの、キャンペーン方式の限界は明らかだった。
　このため、消防庁では、2003年5～12月に「地域の安全・安心に関する懇話会」の「住宅防火に関する専門部会（部会長；大森彌千葉大学教授）」において、新たな住宅防火対策のあり方について抜本的な検討を行った。
　その結果は次のとおりである。
1 近年の住宅火災による死者数は増加傾向にあり、特に2001年以降急増している。（図１７参照）
2 住宅火災による死者数は、建物火災による死者数の約９割を占め、住宅は病院、ホテル、百貨店に比べて火災発生時に５倍程度死者が発生しやすい状況になっている（図７参照）。
3 アメリカやイギリスでは、住宅用火災警報器の普及率が高くなるに従って住宅火災による死者数が明らかに減少しており、住宅用火災警報器の住宅火災による死者低減効果は顕著である（図１８，図１９）。


[image: image17.emf]図１８ アメリカにおける住宅用火災警報器等の普及率と住宅火災による死者数の推移
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[image: image18.emf]図１９ イギリスにおける住宅用火災警報器等の普及率と住宅火災による死者数の推移
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4 日本の住宅火災においても、住宅用火災警報器の設置により、３．４倍の死者低減効果が確認されている(図２０)。


[image: image19.emf]図２０ 火災警報器の設置の有無別火災１００件当たり死者数
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5 住宅の防火責任は当然個人が負うべきものではあるが、住宅火災は死者の発生危険が他の用途に比べて高く、隣家への延焼危険もあることなどから、単に個人の問題としてのみ捉えるのでなく、家族、地域社会への配慮等の視点からも捉えるべきであり、社会的な影響等も勘案した上で、住宅用火災警報器の設置等の法制化を検討すべきである。

消防庁では、上記報告書を踏まえて、全ての住宅に「住宅用防災機器」の設置義務を課

す消防法改正案を国会に提出し、衆参両院で全会一致で可決・成立することとなった（2004年6月）。
４　住宅防火対策の現状と課題
以上のような経緯を経て、日本では、全ての住宅に住宅用防災機器の設置が義務づけら

れることとなった。住宅用防災機器としては、現在のところ「住宅用火災警報器」が定められており、新築住宅については本年6月から設置されるようになっている。日本では建築確認や消防同意の制度が確実に履行されているため、新築住宅における住宅用火災警報器の設置率は１００％に近いものと推測される。
　住宅用火災警報器の設置にかかる現状と課題は、次のとおりである。

1 住宅火災による死者の多くは古い木造住宅に住んでいるため、新築住宅に住宅用火災警報器が設置されても、死者の低減への効果は低い。

2 このため、市町村の条例により３～５年間程度の設置猶予を認めた既存住宅への住宅用火災警報器の設置推進をいかにして進めるかが課題であり、以下のような方策が考えられている。
ａ　機器の価格の低減

ｂ　火災保険料率とのリンク

ｃ　ガス漏れ警報器のとセットでガス事業者が設置を推進（リース方式にし、ガス料金に上乗せして使用料を徴収する方式が、居住者の負担感が少なく有望）

ｄ　自主防災組織、婦人防火クラブなど、地域の防火組織を中心とした普及活動

ｅ　消防職員や消防団員の戸別訪問による住宅防火診断

ｆ　その他「住宅防火基本方針」で示された普及方策の実施

3 住宅用火災警報器が設置されても、非火災報が多発することにより、除去してしまう可能性がある。　→　非火災報対策の推進
4 適切な電池交換が行われず、住宅用火災警報器が設置されていても有効に働かない可能性がある。　→　長寿命電池の開発

５　今後の方向
　以上見てきたように、現在は住宅防火対策として住宅用火災警報器の設置が中心となっているが、３（３）で述べたような日本の住宅火災における死者発生の特性を考えると、住宅用火災警報器の見かけの普及率がある程度上がっても、アメリカやイギリスのような顕著な成果がすぐには得られない可能性もある。
　今後、当分の間は住宅用火災警報器の普及に全力を尽くしつつ、火災統計の結果を注意深く見守り、必要があるなら、政令を改正して「住宅用防災機器」に「住宅用消火器」を追加したり、消防法を改正して住宅で使用されるカーテン、じゅうたん、家具調度類、寝具類などに防炎性能を要求するなどの方策を講ずることも視野に入れるべきだと考えている。
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住宅構造出火件数推移データ
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耐火構造用途別焼損面積データ
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図９　住宅種類別100件当たり死者数グラフ

		





図９　住宅種類別100件当たり死者数グラフ
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ｸﾞﾗﾌ日米対比

																												※　「居住」用建物火災の日米比較　　 キョジュウヨウタテモノカサイニチベイヒカク

												③住宅火災１００件当たりの死者数 ジュウタクカサイケンアシシャスウ

						焼死者数 ショウシシャケンスウ		件数 ケンスウ						2000年(H12) ネン		1985年(S60) ネン

		1985年(S60) ネン		アメリカ		5025		622,000		0.81		日本（放火自殺者除く。） ホウカジサツシャノゾ		5.41		4.97

				日本 ニホン		1080		18,660		5.79		日本		6.06		5.79

				日本（自殺除く） ニホンジサツノゾ		927		18,660		4.97		アメリカ		0.91		0.81

		2000年(H12) ネン		アメリカ		3,445		379,500		0.91

				日本 ニホン		1,161		17,308		6.71

				日本（自殺除く） ニホンジサツノゾ		936		17,308		5.41

												①人口10万人当たりの火災による死者数 シシャスウ

														2000年(H12) ネン		1985年(S60) ネン

												日本		15.09		15.42

												アメリカ		133.99		259.17

														2000年(H12) ネン		1985年(S60) ネン

												日本（放火自殺者除く。） ホウカジサツシャノゾ		0.74		0.77

												日本		0.91		0.89

												アメリカ		1.21		2.09

																アメリカ				2000年(H12) ネン		1985年(S60) ネン

																		　　住宅火災合計 ジュウタクカサイゴウケイ		0.91		0.81

																		共同住宅・併用住宅等 キョウドウジュウタクヘイヨウジュウタクトウ		0.55		0.83

																		戸建・専用住宅（家族型） トタセンヨウジュウタクカゾクガタ		1.03		0.80

										②人口10万人当たりの火災による死者数 シシャスウ

								焼死者数 ショウシシャケンスウ		人口 ジンコウ

				1985年(S60) ネン		アメリカ		5025		240,000,000		2.09				日本 ニホン				2000年(H12) ネン		1985年(S60) ネン

						日本 ニホン		1080		121,048,923		0.89						住宅火災 ジュウタクカサイ		6.06		4.97

						日本（自殺除く） ニホンジサツノゾ		927		121,048,923		0.77						共同住宅等 キョウドウジュウタクトウ		4.05		3.79

																		専用住宅（家族型） センヨウジュウタクカゾクガタ		7.01		5.34

				2000年(H12) ネン		アメリカ		3,420		283,230,000		1.21

						日本 ニホン		1,161		126,930,000		0.91

						日本（自殺除く）		936		126,930,000		0.74

		1985年(S60) ネン		アメリカ

				専用住宅（家族型） センヨウジュウタクカゾクガタ		4,020		501,500		0.80

				共同住宅等 キョウドウジュウタクトウ		865		104,500		0.83

				住宅火災 ジュウタクカサイ		4,885		606,000		0.81

				日本 ニホン

				専用住宅（家族型） センヨウジュウタクカゾクガタ		757		14,170		5.34

				共同住宅 キョウドウジュウタク		170		4,490		3.79

				住宅火災 ジュウタクカサイ		927		18,660		4.97																		※　「居住」用建物火災100件当たりの死者数日米比較(放火自殺者を含む。) キョジュウヨウタテモノカサイケンアシシャスウニチベイヒカクホウカジサツシャフク

		2000年(H12) ネン		アメリカ

				専用住宅（家族型） センヨウジュウタクカゾクガタ		2,920		283,500		1.03

				共同住宅等 キョウドウジュウタクトウ		525		96,000		0.55

				住宅火災 ジュウタクカサイ		3,445		379,500		0.91

				日本 ニホン

				専用住宅（家族型） センヨウジュウタクカゾクガタ		740		12,064		6.1

				共同住宅 キョウドウジュウタク		196		5,244		3.7

				住宅火災 ジュウタクカサイ		936		17,308		5.4

				日本 ニホン

				専用住宅（家族型） センヨウジュウタクカゾクガタ		913		13,027		7.01

				共同住宅 キョウドウジュウタク		248		6,127		4.05

				住宅火災 ジュウタクカサイ		1,161		19,154		6.06

																														居住用建物火災の１００件当たりの死者数日米比較 キョジュウセンヨウタテモノカサイケンアシシャスウニチベイヒカク



図9　住宅種類別火災100件当たり死者数の日米比較
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ｸﾞﾗﾌ日米対比

		0		0

		0		0



日本

アメリカ

人口10万人当たりの住宅火災件数（放火自殺者を含む。）



計算

		

						「居住」用建物の火災損害の日加比較 キョジュウヨウタテモノカサイソンガイヒカヒカク

								件数 ケンスウ		人口 ジンコウ		人口10万人当たりの火災件数

				1983年(S58) ネン		カナダ						131.2

						日本 ニホン						15.7

				2000年(H12) ネン		カナダ

						日本 ニホン		17,308		126,930,000		13.6

				「居住」用建物の火災損害の日加比較 キョジュウヨウタテモノカサイソンガイヒカヒカク

										人口10万人当たりの火災件数

								居住火災件数 キョジュウカサイケンスウ		人口 ジンコウ

				1985年(S60) ネン		アメリカ		622,000		240,000,000		259.2

						日本 ニホン		18,660		121,048,923		15.4

				2000年(H12) ネン		アメリカ		379,500		283,230,000		134.0

						日本 ニホン		19,154		126,930,000		15.1				アメリカ

																		1985

								焼死者数 ショウシシャケンスウ		件数 ケンスウ

				1985年(S60) ネン		アメリカ		5025		622,000		0.81

						日本 ニホン		1080		18,660		5.79

						日本（自殺除く） ニホンジサツノゾ		927		18,660		4.97

				2000年(H12) ネン		アメリカ		3,420		379,500		0.90

						日本 ニホン		1,161		19,154		6.06

						日本（自殺除く） ニホンジサツノゾ		936		17,308		5.41

																火災件数 カサイケンスウ		2371000

										人口10万人当たりの火災による死者数 シシャスウ						焼死者 ショウシシャ		6185

								焼死者数 ショウシシャケンスウ		人口 ジンコウ								件数 ケンスウ				ＮＡＰＡの調査による チョウサ

				1985年(S60) ネン		アメリカ		5025		240,000,000		2.09				戸建、長屋 トタナガヤ		501500		4020		0.8015952144

						日本 ニホン		1080		121,048,923		0.89

						日本（自殺除く） ニホンジサツノゾ		927		121,048,923		0.77				共同住宅等 キョウドウジュウタクトウ		104640		865		0.8266437309

				2000年(H12) ネン		アメリカ		3,420		283,230,000		1.21

						日本 ニホン		1,161		126,930,000		0.91

						日本（自殺除く）		936		126,930,000		0.74

				居住用建物火災の１００件当たりの死者数日米比較 キョジュウセンヨウタテモノカサイケンアシシャスウニチベイヒカク

				1985年(S60) ネン		アメリカ

						専用住宅（家族型） センヨウジュウタクカゾクガタ		4,020		501,500		0.80

						共同住宅等 キョウドウジュウタクトウ		865		104,500		0.83

						住宅火災 ジュウタクカサイ		4,885		606,000		0.81

						日本 ニホン

						専用住宅（家族型） センヨウジュウタクカゾクガタ		757		14,170		5.34

						共同住宅 キョウドウジュウタク		170		4,490		3.79

						住宅火災 ジュウタクカサイ		927		18,660		4.97

				2000年(H12) ネン		アメリカ

						専用住宅（家族型） センヨウジュウタクカゾクガタ		2,920		283,500		1.03

						共同住宅等 キョウドウジュウタクトウ		525		84,500		0.62

						住宅火災 ジュウタクカサイ		3,445		368,000		0.94

						日本 ニホン

						専用住宅（家族型） センヨウジュウタクカゾクガタ		913		13,027		7.01

						共同住宅 キョウドウジュウタク		248		6,127		4.05

						住宅火災 ジュウタクカサイ		1,161		19,154		6.06
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ｸﾞﾗﾌ日米対比2000

																										※　「居住」用建物火災の日米比較(2000年[平成１２年]) ネンヘイセイネン

												③住宅火災１００件当たりの死者数

						焼死者数		件数						2000年(H12)

												日本（放火自殺者除く。）		5.41

												日本		6.06

												アメリカ		0.91

		2000年(H12)		アメリカ		3,445		379,500		0.91

				日本		1,161		17,308		6.71

				日本（自殺除く）		936		17,308		5.41

												①人口10万人当たりの火災による死者数

														2000年(H12)

												日本		15.09

												アメリカ		133.99

														2000年(H12)

												日本（放火自殺者除く。）		0.74

												日本		0.91

												アメリカ		1.21

																アメリカ				2000年(H12)

																		　　住宅火災合計		0.91

																		共同住宅・併用住宅等		0.55

																		戸建・専用住宅（家族型）		1.03

										②人口10万人当たりの火災による死者数

								焼死者数		人口

																日本				2000年(H12)

																		住宅火災		6.06

																		共同住宅等		4.05

																		専用住宅（家族型）		7.01

				2000年(H12)		アメリカ		3,420		283,230,000		1.21

						日本		1,161		126,930,000		0.91

						日本（自殺除く）		936		126,930,000		0.74

		1985年(S60)		アメリカ

				専用住宅（家族型）		4,020		501,500		0.80

				共同住宅等		865		104,500		0.83

				住宅火災		4,885		606,000		0.81

				日本

				専用住宅（家族型）		757		14,170		5.34				日本 ニホン

				共同住宅		170		4,490		3.79				専用住宅（家族型） センヨウジュウタクカゾクガタ		913		13,027		7.01

				住宅火災		927		18,660		4.97				共同住宅 キョウドウジュウタク		248		6,127		4.05						※　「居住」用建物火災100件当たりの死者数日米比較(2000年[平成１２年])　（放火自殺者を含む。） ホウカジサツシャフク

		2000年(H12)		アメリカ										住宅火災 ジュウタクカサイ		1,161		19,154		6.06

				専用住宅（家族型）		2,920		283,500		1.03

				共同住宅等		525		96,000		0.55

				住宅火災		3,445		379,500		0.91

				日本

				専用住宅（家族型）		740		12,064		6.13

				共同住宅		196		5,244		3.74

				住宅火災		936		17,308		5.41

																												居住用建物火災の１００件当たりの死者数日米比較
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_1217860038.xls
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		データの個数 : 用途別		用途別

		火元建物構造		一般住宅		共同住宅		併用住宅		(空白)		総計

		0		5		2		4				11

		木造		10942		884		3669				15495

		防火造		2526		910		1209				4645

		準耐火造		307		169		576				1052

		耐火造		260		1659		1231				3150

		その他		135		28		296				459

		(空白)

		総計		14175		3652		6985				24812

		Ｓ６０年





ｓ６１

		データの個数 : 用途別		用途別

		火元建物構造		一般住宅		共同住宅		併用住宅		(空白)		総計

		0		7		1		3				11

		木造		11415		829		3648				15892

		防火造		2773		974		1143				4890

		準耐火造		319		201		555				1075

		耐火造		237		1807		1318				3362

		その他		123		33		320				476

		(空白)

		総計		14874		3845		6987				25706

		Ｓ６１





データ２

		

		年		構造別				一般住宅						共同住宅						併用住宅						住宅系の合計 ジュウタクケイゴウケイ						年		構造別				一般住宅						共同住宅						併用住宅						住宅系の合計 ジュウタクケイゴウケイ						年		構造別				一般住宅						共同住宅						併用住宅						住宅系の合計 ジュウタクケイゴウケイ						年		構造別				一般住宅						共同住宅						併用住宅						住宅系の合計 ジュウタクケイゴウケイ

						件数 ケンスウ		死者 シシャ		100当たり ア		件数 ケンスウ		死者 シシャ		100当たり ア		件数 ケンスウ		死者 シシャ		100当たり ア		件数 ケンスウ		死者 シシャ		100当たり ア								件数 ケンスウ		死者 シシャ		100当たり ア		件数 ケンスウ		死者 シシャ		100当たり ア		件数 ケンスウ		死者 シシャ		100当たり ア		件数 ケンスウ		死者 シシャ		100当たり ア								件数 ケンスウ		死者 シシャ		100当たり ア		件数 ケンスウ		死者 シシャ		100当たり ア		件数 ケンスウ		死者 シシャ		100当たり ア		件数 ケンスウ		死者 シシャ		100当たり ア								件数 ケンスウ		死者 シシャ		100当たり ア		件数 ケンスウ		死者 シシャ		100当たり ア		件数 ケンスウ		死者 シシャ		100当たり ア		件数 ケンスウ		死者 シシャ		100当たり ア

		60		木造		10942		616		5.6		884		48		5.4		3669		114		3.1		15495		778		5.0				1		木造		10150		586		5.8		833		40		4.8		3117		122		3.9		14100		748		5.3				5		木造 モクゾウ		9139		641		7.0		850		59		6.9		850		84		9.9		10839		784		7.2				9		木造		8787		491		5.6		756		37		4.9		2408		67		2.8		11951		595		5.0

				防火造		2526		107		4.2		910		35		3.8		1209		36		3.0		4645		178		3.8						防火造		2312		98		4.2		850		46		5.4		934		50		5.4		4096		194		4.7						防火造		1928		92		4.8		765		37		4.8		765		30		3.9		3458		159		4.6						防火造		1963		88		4.5		774		32		4.1		598		16		2.7		3335		136		4.1

				準耐火造		307		8		2.6		169		7		4.1		576		13		2.3		1052		28		2.7						耐火造		367		9		2.5		245		56		22.9		580		26		4.5		1192		91		7.6						準耐火造		346		30		8.7		269		16		5.9		269		10		3.7		884		56		6.3						準耐火造		472		28		5.9		347		8		2.3		573		5		0.9		1392		41		2.9

				耐火造		260		19		7.3		1659		53		3.2		1231		29		2.4		3150		101		3.2						準耐火造		254		12		4.7		2192		8		0.4		1350		20		1.5		3796		40		1.1						耐火造		276		19		6.9		2476		87		3.5		2476		24		1.0		5228		130		2.5						耐火造		301		8		2.7		2932		74		2.5		1503		16		1.1		4736		98		2.1

				その他		135		7		5.2		28		0		0.0		296		7		2.4		459		14		3.1						その他		123		9		7.3		40		2		5.0		323		6		1.9		486		17		3.5						その他		133		6		4.5		67		2		3.0		67		9		13.4		267		17		6.4						その他		181		6		3.3		56		3		5.4		320		1		0.3		557		10		1.8

		61		木造		11415		704		6.2		829		49		5.9		3648		117		3.2		15892		870		5.5				2		木造		9596		613		6.4		780		46		5.9		2987		117		3.9		13363		776		5.8				6		木造		9024		633		7.0		797		49		6.1		2710		104		3.8		12531		786		6.3				10		木造		8535		644		7.5		716		49		6.8		722		110		15.2		9973		803		8.1				8535		716		722

				防火造		2773		116		4.2		974		51		5.2		1143		59		5.2		4890		226		4.6						防火造		2217		115		5.2		844		32		3.8		914		33		3.6		3975		180		4.5						防火造		1927		109		5.7		782		36		4.6		806		52		6.5		3515		197		5.6						防火造		1772		99		5.6		740		53		7.2		61		45		73.8		2573		197		7.7				1772		740		61

				準耐火造		319		29		9.1		201		6		3.0		555		13		2.3		1075		48		4.5						耐火造		324		12		3.7		286		75		26.2		618		24		3.9		1228		111		9.0						準耐火造		11		30		272.7		21		38		181.0		0		50		0.0		32		118		368.8						準耐火造		437		22		5.0		391		9		2.3		100		16		16.0		928		47		5.1				437		391		100

				耐火造		237		14		5.9		1807		70		3.9		1318		21		1.6		3362		105		3.1						準耐火造		286		18		6.3		2293		12		0.5		1365		13		1.0		3944		43		1.1						耐火造		210		7		3.3		1455		59		4.1		865		13		1.5		2530		79		3.1						耐火造		275		9		3.3		2925		44		1.5		106		26		24.5		3306		79		2.4				275		2925		106

				その他		123		10		8.1		33		2		6.1		320		8		2.5		476		20		4.2						その他		122		4		3.3		35		1		2.9		326		9		2.8		483		14		2.9						その他		82		9		11.0		25		1		4.0		196		11		5.6		303		21		6.9						その他		147		9		6.1		69		1		1.4		170		7		4.1		386		17		4.4				147		69		170

		62		木造		12637		638		5.0		840		45		5.4		3440		107		3.1		16917		790		4.7				3		木造		9545		637		6.7		783		54		6.9		2769		94		3.4		13097		785		6.0				7		木造		8987		504		5.6		793		53		6.7		2619		45		1.7		12399		602		4.9				11		木造		9501		661		7.0		654		56		8.6		810		24		3.0		10965		741		6.8

				防火造		2757		85		3.1		853		53		6.2		1032		28		2.7		4642		166		3.6						防火造		2229		126		5.7		811		30		3.7		823		32		3.9		3863		188		4.9						防火造		1939		98		5.1		733		29		4.0		664		19		2.9		3336		146		4.4						防火造		1953		84		4.3		763		47		6.2		208		4		1.9		2924		135		4.6

				準耐火造		1392		18		1.3		191		4		2.1		561		10		1.8		2144		32		1.5						耐火造		329		3		0.9		262		53		20.2		604		28		4.6		1195		84		7.0						準耐火造		423		10		2.4		399		30		7.5		593		6		1.0		1415		46		3.3						準耐火造		526		22		4.2		370		11		3.0		133		1		0.8		1029		34		3.3

				耐火造		748		17		2.3		1997		54		2.7		1270		26		2.0		4015		97		2.4						準耐火造		302		19		6.3		2309		4		0.2		1387		22		1.6		3998		45		1.1						耐火造		295		7		2.4		2562		45		1.8		1406		20		1.4		4263		72		1.7						耐火造		385		9		2.3		2812		63		2.2		75		0		0.0		3272		72		2.2

				その他		533		9		1.7		29		2		6.9		301		9		3.0		863		20		2.3						その他		124		3		2.4		46		2		4.3		329		13		4.0		499		18		3.6						その他		152		104		68.4		47		12		25.5		315		8		2.5		514		124		24.1						その他		336		7		2.1		91		1		1.1		69		1		1.4		496		9		1.8

		63		木造		11013		686		6.2		830		55		6.6		3334		113		3.4		15177		854		5.6				4		木造		9342		659		7.1		807		57		7.1		2777		71		2.6		12926		787		6.1				8		木造		9177		492		5.4		811		50		6.2		2551		46		1.8		12539		588		4.7				12		木造		9695		738		7.6		683		51		7.5		815		37		4.5		11193		826		7.4

				防火造		2522		131		5.2		881		44		5.0		1062		56		5.3		4465		231		5.2						防火造		2045		95		4.6		772		56		7.3		746		36		4.8		3563		187		5.2						防火造		1997		79		4.0		813		33		4.1		701		21		3.0		3511		133		3.8						防火造		2012		99		4.9		594		48		8.1		147		56		38.1		2753		203		7.4

				準耐火造		383		6		1.6		215		14		6.5		608		12		2.0		1206		32		2.7						準耐火造		347		28		8.1		236		13		5.5		615		21		3.4		1198		62		5.2						準耐火造		499		30		6.0		383		10		2.6		600		9		1.5		1482		49		3.3						準耐火造		599		33		5.5		50		11		22.0		116		9		7.8		765		53		6.9

				耐火造		269		17		6.3		2184		83		3.8		1349		22		1.6		3802		122		3.2						耐火造		256		17		6.6		2262		56		2.5		1452		28		1.9		3970		101		2.5						耐火造		251		9		3.6		2652		69		2.6		1430		12		0.8		4333		90		2.1						耐火造		386		25		6.5		2471		54		2.2		60		29		48.3		2917		108		3.7

				その他		156		13		8.3		40		2		5.0		352		17		4.8		548		32		5.8						その他		138		12		8.7		39		1		2.6		348		23		6.6		525		36		6.9						その他		158		6		3.8		84				0.0		310		2		0.6		552		8		1.4						その他		323		18		5.6		72		1		1.4		77		12		15.6		472		31		6.6

		S60-63		木造		46007		2644		5.7		3383		197		5.8		14091		451		3.2		63481		3292		5.2				H1-4		木造		38633		2495		6.5		3203		197		6.2		11650		404		3.5		53486		3096		5.8				H5-8		木造		36327		2270		6.2		3251		211		6.5		8730		279		3.2		48308		2760		5.7				H9-12		木造		36518		2534		6.9		2809		193		6.9		4755		238		5.0		44082		2965		6.7

				防火造		10578		439		4.2		3618		183		5.1		4446		179		4.0		18642		801		4.3						防火造		8803		434		4.9		3277		164		5.0		3417		151		4.4		15497		749		4.8						防火造		7791		378		4.9		3093		135		4.4		2936		122		4.2		13820		635		4.6						防火造		7700		370		4.8		2871		180		6.3		1014		121		11.9		11585		671		5.8

				準耐火造		2401		61		2.5		776		31		4.0		2300		48		2.1		5477		140		2.6						準耐火造		1367		52		3.8		1029		197		19.1		2417		99		4.1		4813		348		7.2						準耐火造		1279		100		7.8		1072		94		8.8		1462		75		5.1		3813		269		7.1						準耐火造		2034		105		5.2		1158		39		3.4		922		31		3.4		4114		175		4.3

				耐火造		1514		67		4.4		7647		260		3.4		5168		98		1.9		14329		425		3.0						耐火造		1098		66		6.0		9056		80		0.9		5554		83		1.5		15708		229		1.5						耐火造		1032		42		4.1		9145		260		2.8		6177		69		1.1		16354		371		2.3						耐火造		1347		51		3.8		11140		235		2.1		1744		71		4.1		14231		357		2.5

				その他		947		39		4.1		130		6		4.6		1269		41		3.2		2346		86		3.7						その他		507		28		5.5		160		6		3.8		1326		51		3.8		1993		85		4.3						その他		525		125		23.8		223		15		6.7		888		30		3.4		1636		170		10.4						その他		987		40		4.1		288		6		2.1		636		21		3.3		1911		67		3.5





Graph1

		一般住宅		一般住宅		一般住宅		一般住宅		一般住宅

		共同住宅		共同住宅		共同住宅		共同住宅		共同住宅

		併用住宅		併用住宅		併用住宅		併用住宅		併用住宅

		住宅系の合計		住宅系の合計		住宅系の合計		住宅系の合計		住宅系の合計



木造

防火造

準耐火造

耐火造

その他

図１０　構造別に見た住宅火災１００件当たりの死者数（H８～12年）
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グラフとデータ

		

				年		構造別				一般住宅						共同住宅						併用住宅						住宅系の合計 ジュウタクケイゴウケイ						住宅外 ジュウタクガイガイ

								件数 ケンスウ		死者 シシャ		100当たり ア		件数 ケンスウ		死者 シシャ		100当たり ア		件数 ケンスウ		死者 シシャ		100当たり ア		件数 ケンスウ		死者 シシャ		100当たり ア												データの個数 : 構造別				住宅別

				8		木造		9177		492		5.4		811		50		6.2		2551		10		0.4		12539		552		4.4

						防火造		1997		79		4.0		813		33		4.1		701		3		0.4		3511		115		3.3

						準耐火造		499		30		6.0		383		10		2.6		600		4		0.7		1482		44		3.0

						耐火造		251		9		3.6		2652		69		2.6		1430		0		0.0		4333		78		1.8

						その他		158		6		3.8		84				0.0		310		0		0.0		552		6		1.1

				9		木造		8787		491		5.6		756		37		4.9		2408		13		0.5		11951		541		4.5

						防火造		1963		88		4.5		774		32		4.1		598		1		0.2		3335		121		3.6

						準耐火造		472		28		5.9		347		8		2.3		573		0		0.0		1392		36		2.6

						耐火造		301		8		2.7		2932		74		2.5		1503		0		0.0		4736		82		1.7

						その他		181		6		3.3		56		3		5.4		320		1		0.3		557		10		1.8

				10		木造		8535		644		7.5		716		49		6.8		2085		110		5.3		11336		803		7.1

						防火造		1772		99		5.6		740		53		7.2		593		45		7.6		3105		197		6.3

						準耐火造		437		22		5.0		391		9		2.3		558		16		2.9		1386		47		3.4

						耐火造		275		9		3.3		2925		44		1.5		1492		26		1.7		4692		79		1.7

						その他		147		9		6.1		69		1		1.4		327		7		2.1		543		17		3.1

				11		木造		9501		661		7.0		654		56		8.6		810		24		3.0		10965		741		6.8

						防火造		1953		84		4.3		763		47		6.2		208		4		1.9		2924		135		4.6

						準耐火造		526		22		4.2		370		11		3.0		133		1		0.8		1029		34		3.3

						耐火造		385		9		2.3		2812		63		2.2		75		0		0.0		3272		72		2.2

						その他		336		7		2.1		91		1		1.1		69		1		1.4		496		9		1.8

				12		木造		9695		738		7.6		683		51		7.5		815		37		4.5		11193		826		7.4

						防火造		2012		99		4.9		689		26		3.8		157		7		4.5		2858		132		4.6

						準耐火造		599		33		5.5		423		13		3.1		139		1		0.7		1161		47		4.0

						耐火造		386		25		6.5		3022		103		3.4		72		3		4.2		3480		131		3.8

						その他		323		18		5.6		72		0		0.0		82		3		3.7		477		21		4.4

				年		構造別				一般住宅						共同住宅						併用住宅						住宅系の合計 ジュウタクケイゴウケイ

								件数 ケンスウ		死者 シシャ		100当たり ア		件数 ケンスウ		死者 シシャ		100当たり ア		件数 ケンスウ		死者 シシャ		100当たり ア		件数 ケンスウ		死者 シシャ		100当たり ア

						木造		45695		3026		6.6		3620		243		6.7		8669		194		2.2		57984		3463		6.0

						防火造		9697		449		4.6		3779		191		5.1		2257		60		2.7		15733		700		4.4

						準耐火造		2533		135		5.3		1914		51		2.7		2003		22		1.1		6450		208		3.2

						耐火造		1598		60		3.8		14343		353		2.5		4572		29		0.6		20513		442		2.2

						その他		1145		46		4.0		372		5		1.3		1108		12		1.1		2625		63		2.4

										構造別		一般住宅		共同住宅		併用住宅		住宅系の合計

										木造		6.6		6.7		2.2		6.0

										防火造		4.6		5.1		2.7		4.4

										準耐火造		5.3		2.7		1.1		3.2

										耐火造		3.8		2.5		0.6		2.2

										その他		4.0		1.3		1.1		2.4
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歳

人/10万人

図１１　住宅火災における年齢階層別人口10万人当たり死者発生状況（2004年）
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図８　カナダの建物用途別火災１００件当たり死者数の推移　
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死者の推移（全火災）

		

				1986		1987		1988		1989		1990		1991		1992		1993		1994		1995		1996		1997		1998		1999				2000

		Residential		1.3138862102		1.4283390272		1.3070042832		1.4093381085		1.2803590285		1.0923763286		1.140567201		1.2354541333		1.0877360746		1.2079077174		1.1449911766		1.3906871913		1.0957275121		1.2821670429		1.1459021032		0

		Assembly		0.2453385672		0.284629981		0.046641791		0.3923491908		0.1414427157		0.2835538752		0.0479616307		0.3316749585		0		0.0471698113		0.1418439716		0		0		0.0485672657				0.1207729469

		Institutional		0.9708737864		0.5102040816		2.7597402597		1.8382352941		1.1516314779		1.5873015873		2.1739130435		1.2048192771		0.4987531172		1.5533980583		1.9077901431		1.9267822736		0.7590132827		1.0548523207				1.5151515152

		Business　and　Personal　Service		0.3831417625		0.1715265866		0		0		0		0		0.3731343284		0		0		0		0.1426533524		0		0.6259780908		0				0

		Mercantile		0.6381934217		0.1963672067		0.1433349259		0.0975609756		0.7381889764		0.0949667616		0.1539250898		0		0.1118568233		0.059311981		0		0.5468215995		0.3484320557		0.3385240352				0.208913649

		Industrial　Manufacturing		0		0.2808988764		0.5566801619		0.0542593597		0.3671970624		0.1334222815		0.3816793893		0.3112840467		0.1432664756		0.1357773252		0.139275766		0.438276114		0.4146510021		0.4207573633				0

		Storage		0.2624671916		0.0564652739		0.1126760563		0.1115448968		0.6239364719		0.1648351648		0.2953337271		0.0751314801		0.222057735		0.1614639397		0.108401084		0.2686366689		0.275862069		0.4597701149				0.4566210046

		Special		0.1730615001		0.1843355727		0.1554726368		0.1592096669		0.1153631952		0.101944793		0.0726333629		0.0634834263		0.1578363621		0.1250958396		0.1346770074		0.2257336343		0.1798229436		0.1962612237				0.1777684827

		Farm		0.0757575758		0.074019245		0.1070663812		0.1925545571		0.1444043321		0.1343183345		0		0.4332129964		0.1904761905		0.1742160279		0.2125398512		0.3311258278		0.3289473684		0				0

		Miscellaneous		2.4844720497		0.6100942873		0.3411306043		0.479616307		0.0485672657		0.2566735113		0.8764607679		0.6005665722		0.5782734407		0.9586158522		0.9005321326		0.7061379685		0.3361344538		0.9572729395				0.488773484

		TOTAL		0.8027989083		0.7682229633		0.7051427277		0.7442469709		0.6823968263		0.5693323551		0.6075849634		0.6329978596		0.5650564307		0.004669188		0.0049885264		0.7425566688		0.5850491302		0.7032935163				0.6087118392

				１９８６～１９８８		１９８９～１９９１		１９９２～１９９４		１９９５～１９９７		１９９８～１９９９

		Residential		1.35		1.26		1.15		1.25		1.76

		Assembly		0.19		0.27		0.13		0.06		0.02

		Institutional		1.41		1.53		1.92		1.66		2.46

		Business　and　Personal　Service		0.18		0.00		0.00		0.12		0.19

		Mercantile		0.33		0.31		0.33		0.08		0.49

		Industrial　Manufacturing		0.28		0.18		0.33		0.28		0.44

		Storage		0.14		0.30		0.28		0.18		0.54

		Special		0.17		0.13		0.14		0.08		0.14

		Farm		0.09		0.16		0.15		0.19		0.14

		Miscellaneous		1.15		0.26		0.29		0.58		0.59

		TOTAL		0.76		0.67		0.71		0.60		0.93

		Residential		4.0492295206		3.7820734656		3.4637574089		3.7435860853		3.5237966582

		Assembly		0.5766103393		0.8173457817		0.3796365892		0.189013783		0.0485672657

		Institutional		4.2408181278		4.5771683593		5.7496070318		4.9660339079		4.9128461087

		Business　and　Personal　Service		0.5546683491		0		0		0.3731343284		0.3731343284

		Mercantile		0.9778955543		0.9307167136		0.9790848779		0.2488918514		0.9870808278

		Industrial　Manufacturing		0.8375790383		0.5548787037		0.9781365841		0.8263857175		0.8822987333

		Storage		0.4316085218		0.9003165336		0.8481574251		0.535300372		1.0841053639

		Special		0.5128697096		0.376517655		0.4300454989		0.2380615822		0.2899413511

		Farm		0.2568432019		0.4712772237		0.4440252704		0.5675313308		0.2787226666

		Miscellaneous		3.4356969413		0.7848570839		0.8693141769		1.7337008515		1.1817015449

		TOTAL		2.2761645993		1.9959761524		2.1317865249		1.8099151782		1.8593141448

				１９８６～１９８８		１９８９～１９９１		１９９２～１９９４		１９９５～１９９７		１９９８～１９９９

		住宅 ジュウタク		1.35		1.26		1.15		1.25		1.76

		多数者利用施設等 タスウシャリヨウシセツトウ		0.19		0.27		0.13		0.06		0.02

		福祉医療施設等 フクシイリョウシセツトウ		1.41		1.53		1.92		1.66		2.46

		事務所等 ジムショトウ		0.18		0.00		0.00		0.12		0.19

		店舗 テンポ		0.33		0.31		0.33		0.08		0.49

		工場 コウジョウ		0.28		0.18		0.33		0.28		0.44

		倉庫 ソウコ		0.14		0.30		0.28		0.18		0.54

		車両等 シャリョウトウ		0.17		0.13		0.14		0.08		0.14

		農業施設 ノウギョウシセツ		0.09		0.16		0.15		0.19		0.14

		その他 タ		1.15		0.26		0.29		0.58		0.59

		合計 ゴウケイ		0.76		0.67		0.71		0.60		0.93





死者数の推移（住宅以外） 

		

				1986		1987		1988		1989		1990		1991		1992		1993		1994		1995		1996		1997		1998		1999				2000

		Assembly		0.2453385672		0.284629981		0.046641791		0.3923491908		0.1414427157		0.2835538752		0.0479616307		0.3316749585		0		0.0471698113		0.1418439716		0		0		0.0485672657				0.1207729469

		Institutional		0.9708737864		0.5102040816		2.7597402597		1.8382352941		1.1516314779		1.5873015873		2.1739130435		1.2048192771		0.4987531172		1.5533980583		1.9077901431		1.9267822736		0.7590132827		1.0548523207				1.5151515152

		Business　and　Personal　Service		0.3831417625		0.1715265866		0		0		0		0		0.3731343284		0		0		0		0.1426533524		0		0.6259780908		0				0

		Mercantile		0.6381934217		0.1963672067		0.1433349259		0.0975609756		0.7381889764		0.0949667616		0.1539250898		0		0.1118568233		0.059311981		0		0.5468215995		0.3484320557		0.3385240352				0.208913649

		Industrial　Manufacturing		0		0.2808988764		0.5566801619		0.0542593597		0.3671970624		0.1334222815		0.3816793893		0.3112840467		0.1432664756		0.1357773252		0.139275766		0.438276114		0.4146510021		0.4207573633				0

		Storage		0.2624671916		0.0564652739		0.1126760563		0.1115448968		0.6239364719		0.1648351648		0.2953337271		0.0751314801		0.222057735		0.1614639397		0.108401084		0.2686366689		0.275862069		0.4597701149				0.4566210046

		Special		0.1730615001		0.1843355727		0.1554726368		0.1592096669		0.1153631952		0.101944793		0.0726333629		0.0634834263		0.1578363621		0.1250958396		0.1346770074		0.2257336343		0.1798229436		0.1962612237				0.1777684827

		Farm		0.0757575758		0.074019245		0.1070663812		0.1925545571		0.1444043321		0.1343183345		0		0.4332129964		0.1904761905		0.1742160279		0.2125398512		0.3311258278		0.3289473684		0				0

		Miscellaneous		2.4844720497		0.6100942873		0.3411306043		0.479616307		0.0485672657		0.2566735113		0.8764607679		0.6005665722		0.5782734407		0.9586158522		0.9005321326		0.7061379685		0.3361344538		0.9572729395				0.488773484

		TOTAL		0.8027989083		0.7682229633		0.7051427277		0.7442469709		0.6823968263		0.5693323551		0.6075849634		0.6329978596		0.5650564307		0.004669188		0.0049885264		0.7425566688		0.5850491302		0.7032935163				0.6087118392

				１９８６～１９８８		１９８９～１９９１		１９９２～１９９４		１９９５～１９９７		１９９８～１９９９

		Assembly		0.19		0.27		0.13		0.06		0.02

		Institutional		1.41		1.53		1.92		1.66		2.46

		Business　and　Personal　Service		0.18		0.00		0.00		0.12		0.19

		Mercantile		0.33		0.31		0.33		0.08		0.49

		Industrial　Manufacturing		0.28		0.18		0.33		0.28		0.44

		Storage		0.14		0.30		0.28		0.18		0.54

		Special		0.17		0.13		0.14		0.08		0.14

		Farm		0.09		0.16		0.15		0.19		0.14

		Miscellaneous		1.15		0.26		0.29		0.58		0.59

		TOTAL		0.76		0.67		0.71		0.60		0.93

		Assembly		0.5766103393		0.8173457817		0.3796365892		0.189013783		0.0485672657

		Institutional		4.2408181278		4.5771683593		5.7496070318		4.9660339079		4.9128461087

		Business　and　Personal　Service		0.5546683491		0		0		0.3731343284		0.3731343284

		Mercantile		0.9778955543		0.9307167136		0.9790848779		0.2488918514		0.9870808278

		Industrial　Manufacturing		0.8375790383		0.5548787037		0.9781365841		0.8263857175		0.8822987333

		Storage		0.4316085218		0.9003165336		0.8481574251		0.535300372		1.0841053639

		Special		0.5128697096		0.376517655		0.4300454989		0.2380615822		0.2899413511

		Farm		0.2568432019		0.4712772237		0.4440252704		0.5675313308		0.2787226666

		Miscellaneous		3.4356969413		0.7848570839		0.8693141769		1.7337008515		1.1817015449

		TOTAL		2.2761645993		1.9959761524		2.1317865249		1.8099151782		1.8593141448





死者数の推移（住宅以外） 
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人

項目別における火災１００件当たりの死者数　（３年ごとの平均）



データー

		

				1986		1987		1988		1989		1990		1991		1992		1993		1994		1995		1996		1997		1998		1999		2000

				Number　of　Fires

		Residential		33184		30735		31752		30156		30304		30484		29196		26468		25098		25747		24367		20853		23546		22150		21206

		Assembly		2038		2108		2144		2039		2121		2116		2085		1809		2015		2120		2115		1871		1793		2059		1656

		Institutional		618		588		616		544		521		567		598		498		401		515		629		519		527		474		462

		Business　and　Personal　Service		522		583		620		618		599		617		536		501		494		646		701		523		639		623		588

		Mercantile		2037		2037		2093		2050		2032		2106		1949		1722		1788		1686		1685		1463		1435		1477		1436

		Industrial　Manufacturing		1798		1780		1976		1843		1634		1499		1310		1285		1396		1473		1436		1369		1447		1426		1385

		Storage		1905		1771		1775		1793		1763		1820		1693		1331		1351		1858		1845		1489		1450		1305		1314

		Special		23691		24412		25728		24496		25138		25504		24782		22053		23442		24781		21533		19935		21688		20381		19126

		Farm		1320		1351		1868		1558		1385		1489		1454		1385		1050		1148		941		906		912		991		0

		Miscellaneous		1771		1803		2052		2085		2059		1948		2396		8825		9684		4277		4886		7364		4165		4283		6547

		TOTAL		68884		67168		70624		67182		67556		68150		65999		65877		66719		64251		60138		56292		57602		55169		53720

				Deaths

		Residential		436		439		415		425		388		333		333		327		273		311		279		290		258		284		243

		Assembly		5		6		1		8		3		6		1		6		0		1		3		0		0		1		2

		Institutional		6		3		17		10		6		9		13		6		2		8		12		10		4		5		7

		Business　and　Personal　Service		2		1		0		0		0		0		2		0		0		0		1		0		4		0		0

		Mercantile		13		4		3		2		15		2		3		0		2		1		0		8		5		5		3

		Industrial　Manufacturing		0		5		11		1		6		2		5		4		2		2		2		6		6		6		0

		Storage		5		1		2		2		11		3		5		1		3		3		2		4		4		6		6

		Special		41		45		40		39		29		26		18		14		37		31		29		45		39		40		34

		Farm		1		1		2		3		2		2		0		6		2		2		2		3		3		0		0

		Miscellaneous		44		11		7		10		1		5		21		53		56		41		44		52		14		41		32

		TOTAL		553		516		498		500		461		388		401		417		377		3		3		418		337		388		327

				100件当たり
の死者数 ケンアシシャスウ

		Residential		1.3138862102		1.4283390272		1.3070042832		1.4093381085		1.2803590285		1.0923763286		1.140567201		1.2354541333		1.0877360746		1.2079077174		1.1449911766		1.3906871913		1.0957275121		1.2821670429		1.1459021032

		Assembly		0.2453385672		0.284629981		0.046641791		0.3923491908		0.1414427157		0.2835538752		0.0479616307		0.3316749585		0		0.0471698113		0.1418439716		0		0		0.0485672657		0.1207729469

		Institutional		0.9708737864		0.5102040816		2.7597402597		1.8382352941		1.1516314779		1.5873015873		2.1739130435		1.2048192771		0.4987531172		1.5533980583		1.9077901431		1.9267822736		0.7590132827		1.0548523207		1.5151515152

		Business　and　Personal　Service		0.3831417625		0.1715265866		0		0		0		0		0.3731343284		0		0		0		0.1426533524		0		0.6259780908		0		0

		Mercantile		0.6381934217		0.1963672067		0.1433349259		0.0975609756		0.7381889764		0.0949667616		0.1539250898		0		0.1118568233		0.059311981		0		0.5468215995		0.3484320557		0.3385240352		0.208913649

		Industrial　Manufacturing		0		0.2808988764		0.5566801619		0.0542593597		0.3671970624		0.1334222815		0.3816793893		0.3112840467		0.1432664756		0.1357773252		0.139275766		0.438276114		0.4146510021		0.4207573633		0

		Storage		0.2624671916		0.0564652739		0.1126760563		0.1115448968		0.6239364719		0.1648351648		0.2953337271		0.0751314801		0.222057735		0.1614639397		0.108401084		0.2686366689		0.275862069		0.4597701149		0.4566210046

		Special		0.1730615001		0.1843355727		0.1554726368		0.1592096669		0.1153631952		0.101944793		0.0726333629		0.0634834263		0.1578363621		0.1250958396		0.1346770074		0.2257336343		0.1798229436		0.1962612237		0.1777684827

		Farm		0.0757575758		0.074019245		0.1070663812		0.1925545571		0.1444043321		0.1343183345		0		0.4332129964		0.1904761905		0.1742160279		0.2125398512		0.3311258278		0.3289473684		0		0

		Miscellaneous		2.4844720497		0.6100942873		0.3411306043		0.479616307		0.0485672657		0.2566735113		0.8764607679		0.6005665722		0.5782734407		0.9586158522		0.9005321326		0.7061379685		0.3361344538		0.9572729395		0.488773484

		TOTAL		0.8027989083		0.7682229633		0.7051427277		0.7442469709		0.6823968263		0.5693323551		0.6075849634		0.6329978596		0.5650564307		0.004669188		0.0049885264		0.7425566688		0.5850491302		0.7032935163		0.6087118392





死者数の推移（住宅）

		

								1986		1987		1988		1989		1990		1991		1992		1993		1994		1995		1996		1997		1998		1999		2000

						Residential		1.31		1.43		1.31		1.41		1.28		1.09		1.14		1.24		1.09		1.21		1.14		1.39		1.10		1.28		1.15





死者数の推移（住宅）
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構造別住宅出火率グラフ
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図５　住宅構造別出火率の推移
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構造別住宅出火率データ

		

								住宅の構造別出火率推移 ジュウタクコウゾウベツシュッカリツスイイ

								出火件数 シュッカケンスウ								　構造別戸数（万戸） コウゾウベツコスウマンコ								構造別出火率 コウゾウベツシュッカリツ

								木造 モクゾウ		防火造 ボウカゾウ		耐火造 タイカゾウ		住宅全体 ジュウタクゼンタイ		木造 モクゾウ		防火造 ボウカゾウ		耐火造 タイカゾウ		住宅全体 ジュウタクゼンタイ		木造 モクゾウ		防火造 ボウカゾウ		耐火造 タイカゾウ		住宅全体 ジュウタクゼンタイ

				Ｓ４４年 ネン				12,828		2,626		745		16,470										6.9		7.4		5.5		6.7

				Ｓ４８年 ネン				14,573		3,478		1,464		20,019										7.6		6.2		4.9		7.0

				Ｓ５３年 ネン				13,602		3,934		1,719		19,849										7.5		4.8		3.5		6.2

				Ｓ５８年 ネン				12,242		3,812		1,903		18,491		1601.1		1085.9		783.4		3,470		7.6		3.5		2.4		5.3

				Ｓ６３年 ネン				12,083		3,677		2,592		19,032		1544.8		1186.6		1386.6		4,118		7.8		3.1		1.9		4.6

				Ｈ５年 ネン				10,213		2,911		2,890		16,714		1392.1		1386.6		1298.7		4,077		7.3		2.1		2.2		4.1

				Ｈ１０年 ネン				10,759		2,742		3,370		17,939		1364.1		1463.3		1564.7		4,392		7.9		1.9		2.2		4.1

				Ｈ１１年 ネン				11,108		2,959		3,301		18,406

				Ｈ１２年 ネン				11,193		2,858		3,480		18,646
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図１８　アメリカにおける住宅用火災警報器等の普及率と住宅火災による死者数の推移
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図２０　火災警報器の設置の有無別火災１００件当たり死者数

（2002年　日本）
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図１９　イギリスにおける住宅用火災警報器等の普及率と住宅火災による死者数の推移
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図１２ 住宅火災による死者の将来予測 (1990年)
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住宅火災による死者数の推移（1991～2004）
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●主な用途別の100件当たりの死者数グラフ
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図７　主な建物用途別に見た火災１００件当たりの死者数（放火自殺者を含む）
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●積算データ（放火自殺除く）

										主な建物用途別に見た火災１００件当たりの死者数（放火自殺者を除く） ノゾ

						68-70		71-74		75-78		79-82		1983		1984		1985		1986		83-86		1987		1988		1989		1990		87-90		91		92		93		94		91-94		95		96		97		98		95-98		99		2000		99-00

						S43-45		S46-49		S50-53		S54-57		Ｓ58		Ｓ59		Ｓ60		Ｓ61		S58-61(平均) ヘイキン		62		63		1		2		S62-H2(平均) ヘイキン		3		4		5		6		H3-H6(平均) ヘイキン		7		8		9		10		H7-H10(平均) ヘイキン		11		12		H11-H12(平均) ヘイキン

		飲食		火災件数										1372		1466		1390		1414		5642		1339		1318		1350		1322		5329		1235		1183		1222		1201		4841		591		554		598		587		2330		645		698		1343

				死者										15		6		9		1		31				3		5		3		11		3		2		4		2		11		2		6		2		3		13		1		4		5

				100人当たり		0.0		2.4		1.0		0.6		1.1		0.4		0.6		0.1		0.5		0.0		0.2		0.4		0.2		0.2		0.2		0.2		0.3		0.2		0.2		0.3		1.1		0.3		0.5		0.6		0.2		0.6		0.4

		物販店舗		火災件数										223		227		221		206		877		223		225		214		262		924		300		250		266		265		1081		482		450		475		511		1918		485		494		979

				死者										1		3		0		7		11				1		1		15		17		1		1		2		1		5		1		0		3		2		6		1		0		1

				100人当たり		0.4		1.6		0.5		0.0		0.45		1.32		0.00		3.40		1.25		0.00		0.44		0.47		5.73		1.8		0.3		0.4		0.8		0.4		0.5		0.2		0.0		0.6		0.4		0.3		0.2		0.0		0.1

		旅館ホテル		火災件数										304		315		293		303		1215		285		282		265		266		1098		275		267		300		268		1110		148		209		180		183		720		192		200		392

				死者										16		3		8		1		28				4		1		1		6		0		1		0		13		14		4		3		0		2		9		4		0		4

				100人当たり		9.8		9.3		4.4		7.0		5.26		0.95		2.73		0.33		2.3		0.0		1.4		0.4		0.4		0.5		0.0		0.4		0.0		4.9		1.3		2.7		1.4		0.0		1.1		1.3		2.1		0.0		1.0

		病院		火災件数										151		142		150		144		587		161		141		156		167		625		137		174		162		173		646		128		144		140		129		541		106		172		278

				死者										3		6		0		2		11				1		2		1		4		4		2		2		2		10		2		6		3		3		14		1		0		1

				100人当たり		11.7		5.5		5.4		1.8		2.0		4.2		0.0		1.4		1.9		0.0		0.7		1.3		0.6		0.6		2.9		1.1		1.2		1.2		1.5		1.6		4.2		2.1		2.3		2.6		0.9		0.0		0.4

		福祉施設		火災件数										68		73		69		80		290		66		80		78		61		285		79		91		83		109		362		74		73		73		62		282		80		91		171

				死者										0		0		0		12		12		22		1		0		0		23		0		0		4		2		6		0		0		1		3		4		0		0		0

				100人当たり		0.0		0.0		4.6		2.5		0.0		0.0		0.0		15.0		4.1		33.3		1.3		0.0		0.0		8.1		0.0		0.0		4.8		1.8		1.7		0.0		0.0		1.4		4.8		1.4		0.0		0.0		0.0

		複合用途		火災件数										0		0		0				0				1729		1771		1974		5474		1927		1856		1885		2241		7909		3695		3693		3678		3729		14795		3638		3768		7406

				死者										0		0		0		0		0				15		17		9		41		18		29		22		30		99		71		57		63		64		255		82		82		164

				100人当たり		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.9		1.0		0.5		0.7		0.9		1.6		1.2		1.3		1.3		1.9		1.5		1.7		1.7		1.7		2.3		2.2		2.2

		事務所		火災件数										865		938		904		924		3631		839		908		862		955		3564		987		1003		1001		1070		4061		799		750		849		808		3206		835		833		1668

				死者										2		0		2		1		5				0		2		2		4		5		7		1		0		13		3		5		8		2		18		2		4		6

				100人当たり		0.4		0.8		0.8		0.8		0.2		0.0		0.2		0.1		0.1		0.0		0.0		0.2		0.2		0.1		0.5		0.7		0.1		0.0		0.3		0.4		0.7		0.9		0.2		0.6		0.2		0.5		0.4

		住居		火災件数										18678		19339		18660		19552		76229		19026		19332		18161		17531		74050		17506		16994		17007		16824		68331		19174		19714		19271		18425		76584		18914		19154		38068

				死者										914		995		879		1029		3817		826		925		815		862		3428		852		932		932		918		3634		939		901		939		873		3652		993		950		1943

				100人当たり		5.5		5.7		6.0		5.0		4.9		5.1		4.7		5.3		5.0		4.3		4.8		4.5		4.9		4.6		4.9		5.5		5.5		5.5		5.3		4.9		4.6		4.9		4.7		4.8		5.3		5.0		5.1

																		68-70		71-74		75-78		79-82		83-86		87-90		91-94		95-98		99-00

																住居		S43-45		S46-49		S50-53		S54-57		S58-61(平均) ヘイキン		S62-H2(平均) ヘイキン		H3-H6(平均) ヘイキン		H7-H10(平均) ヘイキン		H11-H12(平均) ヘイキン

																										76,229		74,050		68,331		76,584		38,068

																										3,817		3,428		3,634		3,652		1,943

																放火自殺者除く ホウカジサツシャノゾ		5.5		5.7		6.0		5.0		5.0		4.6		5.3		4.8		5.1

																放火自殺者含む ホウカジサツシャフク		5.5		5.7		6.0		6.4		6.2		5.8		6.7		5.9		6.3





●積算データ（放火自殺除く）
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用途別放火自殺者除く

		0		0

		0		0

		0		0

		0		0

		0		0

		0		0

		0		0

		0		0

		0		0



死者数（人/100件）

住居（住宅）火災における100件当たりの死者数（放火自殺者を除く。）



データとグラフ

		

												積算根拠シートによる　※白書第３４表に基づく

								'68-'70		'71-'74		'75-'78		'79-'82		'83-'86		'87-'90		'91-'94		'95-'98		'99-'00

				飲食店・待合		放火自殺者を含む ホウカジサツシャフク		0.0		2.4		1.0		0.6		0.7		0.2		0.4		0.8		0.4

				飲食店・待合		放火自殺者を除く ホウカジサツシャノゾ		0.0		2.4		1.0		0.4		0.5		0.2		0.2		0.6		0.4

				物販店舗		放火自殺者を含む ホウカジサツシャフク		0.4		1.6		0.5		0.0		1.5		1.8		0.6		0.4		0.5

				物販店舗		放火自殺者を除く ホウカジサツシャノゾ		0.4		1.6		0.5		0.0		1.3		1.8		0.5		0.3		0.1

				旅館・ホテル		放火自殺者を含む ホウカジサツシャフク		9.8		9.3		4.4		7.0		2.6		0.6		1.5		1.5		1.8

				旅館・ホテル		放火自殺者を除く ホウカジサツシャノゾ		9.8		9.3		4.4		5.6		2.3		0.5		1.3		1.3		1.0

				病院・診療所等		放火自殺者を含む ホウカジサツシャフク		11.7		5.5		5.4		1.8		2.4		1.1		1.7		2.6		1.1

				病院・診療所等		放火自殺者を除く ホウカジサツシャノゾ		11.7		5.5		5.4		1.6		1.9		0.6		1.5		2.6		0.4

				福祉・保健施設		放火自殺者を含む ホウカジサツシャフク		0.0		0.0		4.6		2.5		4.8		8.1		1.7		1.4		0.0

				福祉・保健施設		放火自殺者を除く ホウカジサツシャノゾ		0.0		0.0		4.6		2.5		4.1		8.1		1.7		1.4		0.0

				複合用途		放火自殺者を含む ホウカジサツシャフク		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		1.1		1.4		2.1		2.5

				複合用途		放火自殺者を除く ホウカジサツシャノゾ		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.7		1.3		1.7		2.2

				事務所・官公署		放火自殺者を含む ホウカジサツシャフク		0.4		0.8		0.8		0.8		0.2		0.3		0.4		0.7		0.5

				事務所・官公署		放火自殺者を除く ホウカジサツシャノゾ		0.4		0.8		0.4		0.4		0.1		0.1		0.3		0.6		0.4

				住居		放火自殺者を含む ホウカジサツシャフク		5.5		5.7		6.0		6.4		6.2		5.8		6.7		5.9		6.3

				住居		放火自殺者を除く ホウカジサツシャノゾ		5.5		5.7		6.0		5.0		5.0		4.6		5.3		4.8		5.1

								68-70		71-74		75-78		79-82		83-86		87-90		91-94		95-98		99-00

								S43-45		S46-49		S50-53		S54-57		S58-61(平均)		S62-H2(平均)		H3-H6(平均)		H7-H10(平均)		H11-H12(平均)

						飲食店・待合		0.0		2.4		1.0		0.4		0.5		0.2		0.2		0.6		0.4

						物販店舗		0.4		1.6		0.5		0.0		1.3		1.8		0.5		0.3		0.1

						旅館・ホテル		9.8		9.3		4.4		5.6		2.3		0.5		1.3		1.3		1.0

						病院・診療所等		11.7		5.5		5.4		1.6		1.9		0.6		1.5		2.6		0.4

						福祉・保健施設		0.0		0.0		4.6		2.5		4.1		8.1		1.7		1.4		0.0

						複合用途		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.7		1.3		1.7		2.2

						事務所・官公署		0.4		0.8		0.4		0.4		0.1		0.1		0.3		0.6		0.4

						住居		5.5		5.7		6.0		5.0		5.0		4.6		5.3		4.8		5.1



放火自殺者含む

放火自殺者含む

放火自殺者含む

放火自殺者含む



データとグラフ

		0		0		0		0		0		0		0		0		0

		0		0		0		0		0		0		0		0		0

		0		0		0		0		0		0		0		0		0

		0		0		0		0		0		0		0		0		0

		0		0		0		0		0		0		0		0		0

		0		0		0		0		0		0		0		0		0

		0		0		0		0		0		0		0		0		0

		0		0		0		0		0		0		0		0		0



S43-45

S46-49

S50-53

S54-57

S58-61(平均)

S62-H2(平均)

H3-H6(平均)

H7-H10(平均)

H11-H12(平均)



積算データ（放火自殺含む）

		

				図９ ズ

				住宅火災 ジュウタクカサイ

				一般住宅 イッパンジュウタク

				共同住宅 キョウドウジュウタク

				併用住宅 ヘイヨウジュウタク

						S43-45		S46-49		S50-53		S54-57		S58-61		S62-H2		H3-6		H7-10		H11-12

				住居 ジュウキョ		5.5		5.7		6.0		5.0		4.1		4.9		4.8		3.5		4.2																																																																																		建物用途別に見た火災１００件当たりの死者数（放火自殺者を含む） タテモノヨウトベツミカサイケンアシシャスウホウカジサツシャフク

				劇場・映画館等 ゲキジョウエイガカントウ						0.5						2.1		0.0		6.3		0.0

				遊技場 ユウギジョウ												1.4		0.3		2.6		1.3

				飲食店・待合 インショクテンマチアイ				2.4		1.0		0.4				0.8		0.4		1.3		0.7

				物販店舗 ブッパンテンポ		0.4		1.6		0.5						0.5		0.4		0.4		0.8

				旅館・ホテル リョカン		9.8		9.3		4.4		5.6		2.2		1.1		2.5		0.7		0.0

				寄宿舎 キシュクシャ												3.1		5.2		2.6		1.5

				病院・診療所等 ビョウインシンリョウショトウ		11.7		5.5		5.4		1.6		2.0		1.7		2.2		2.0		1.1

				福祉・保健施設 フクシホケンシセツ						4.6		2.5		5.0		1.9		2.2		2.9		0.7

				学校 ガッコウ								0.2		0.1		0.1		0.3		0.1		0.0

				浴場 ヨクジョウ						1.6		0.0		0.0		1.8		0.0		2.8		2.5

				神社・寺院等 ジンジャジイントウ				1.8		2.1		0.5				1.9		1.1		1.2		3.4

				工場・作業所 コウジョウサギョウショ												0.6		0.6		0.5		0.6

				車庫・駐車場 シャコチュウシャジョウ						0.8		0.4				0.5		1.2		0.4		0.0

				倉庫・納屋 ソウコナヤ		0.6		0.7		0.9		0.3		0.2		0.4		0.4		0.4		0.5

				事務所・官公署 ジムショカンコウショ		0.4		0.8		0.4		0.4		0.1		0.7		0.7		0.6		0.7

				養畜舎 ヨウチクシャ						0.4		0.2		0.2		0.0		0.1		0.0		0.0

				複合用途 フクゴウヨウト												2.2		1.7		3.1		2.0

				その他 ソノタ												1.1		0.7		1.4		1.2

						4.7		3.5		2.2		1.4		1.5		1.4		1.3		1.7		1.1

										積算根拠シートによる　※白書第３４表に基づく セキサンコンキョハクショダイヒョウモト

						'68-'70		'71-'74		'75-'78		'79-'82		'83-'86		'87-'90		'91-'94		'95-'98		'99-'00

				飲食店・待合 インショクテンマチアイ		0		2.4		1.0		0.6		0.7		0.2		0.4		0.8		0.4

				物販店舗 ブッパンテンポ		0.4		1.6		0.5		0		1.5		1.8		0.6		0.4		0.5

				旅館・ホテル リョカン		9.8		9.3		4.4		7.0		2.6		0.6		1.5		1.5		1.8

				病院・診療所等 ビョウインシンリョウショトウ		11.7		5.5		5.4		1.8		2.4		1.1		1.7		2.6		1.1

				福祉・保健施設 フクシホケンシセツ		0		0		4.6		2.5		4.8		8.1		1.7		1.4		0.0

				複合用途 フクゴウヨウト		0		0		0		0		0.0		1.1		1.4		2.1		2.5		複合用途は、火災による死者の実態　第８表から抽出できる フクゴウヨウトカサイシシャジッタイダイヒョウチュウシュツ

				事務所・官公署 ジムショカンコウショ		0.4		0.8		0.8		0.8		0.2		0.3		0.4		0.7		0.5

				住居 ジュウキョ		5.5		5.7		6.0		6.4		6.2		5.8		6.7		5.9		6.3





積算データ（放火自殺含む）

		0		0		0		0		0		0		0		0		0

		0		0		0		0		0		0		0		0		0

		0		0		0		0		0		0		0		0		0

		0		0		0		0		0		0		0		0		0

		0		0		0		0		0		0		0		0		0

		0		0		0		0		0		0		0		0		0

		0		0		0		0		0		0		0		0		0

		0		0		0		0		0		0		0		0		0

		0		0		0		0		0		0		0		0		0

		0		0		0		0		0		0		0		0		0

		0		0		0		0		0		0		0		0		0

		0		0		0		0		0		0		0		0		0

		0		0		0		0		0		0		0		0		0

		0		0		0		0		0		0		0		0		0

		0		0		0		0		0		0		0		0		0

		0		0		0		0		0		0		0		0		0

		0		0		0		0		0		0		0		0		0

		0		0		0		0		0		0		0		0		0

		0		0		0		0		0		0		0		0		0



S43-45

S46-49

S50-53

S54-57

S58-61

S62-H2

H3-6

H7-10

H11-12



積算根拠

										主な建物用途別に見た火災１００件当たりの死者数（放火自殺者を含む）

						68-70		71-74		75-78		79-82		1983		1984		1985		1986		83-86		1987		1988		1989		1990		87-90		91		92		93		94		91-94		95		96		97		98		95-98		99		2000		99-00

						S43-45		S46-49		S50-53		S54-57		Ｓ58		Ｓ59		Ｓ60		Ｓ61		S58-61(平均) ヘイキン		62		63		1		2		S62-H2(平均) ヘイキン		3		4		5		6		H3-H6(平均) ヘイキン		7		8		9		10		H7-H10(平均) ヘイキン		11		12		H11-H12(平均) ヘイキン

		飲食 インショク		火災件数 カサイケンスウ										1372		1466		1390		1414		5642		1339		1318		1350		1322		5329		1235		1183		1222		1201		4841		591		554		598		587		2330		645		698		1343

				死者 シシャ										16		7		13		1		37				4		5		3		12		5		2		7		4		18		3		7		5		3		18		1		4		5

				100人当たり ニンア		0.0		2.4		1.0		0.6		1.2		0.5		0.9		0.1		0.7		0.0		0.3		0.4		0.2		0.2		0.4		0.2		0.6		0.3		0.4		0.5		1.3		0.8		0.5		0.8		0.2		0.6		0.4

		物販店舗 ブッパンテンポ		火災件数 カサイケンスウ										223		227		221		206		877		223		225		214		262		924		300		250		266		265		1081		482		450		475		511		1918		485		494		979

				死者 シシャ										1		5		0		7		13				1		1		15		17		1		1		3		2		7		1		0		3		3		7		1		4		5

				100人当たり ニンア		0.4		1.6		0.5		0.0		0.45		2.20		0.00		3.40		1.48		0.00		0.44		0.47		5.73		1.8		0.3		0.4		1.1		0.8		0.6		0.2		0.0		0.6		0.6		0.4		0.2		0.8		0.5

		旅館ホテル リョカン		火災件数 カサイケンスウ										304		315		293		303		1215		285		282		265		266		1098		275		267		300		268		1110		148		209		180		183		720		192		200		392

				死者 シシャ										16		5		9		1		31				5		1		1		7		0		2		0		15		17		5		4		0		2		11		6		1		7

				100人当たり ニンア		9.8		9.3		4.4		7.0		5.26		1.59		3.07		0.33		2.6		0.0		1.8		0.4		0.4		0.6		0.0		0.7		0.0		5.6		1.5		3.4		1.9		0.0		1.1		1.5		3.1		0.5		1.8

		病院 ビョウイン		火災件数 カサイケンスウ										151		142		150		144		587		161		141		156		167		625		137		174		162		173		646		128		144		140		129		541		106		172		278

				死者 シシャ										3		6		2		3		14				3		3		1		7		4		2		3		2		11		2		6		3		3		14		3		0		3

				100人当たり ニンア		11.7		5.5		5.4		1.8		2.0		4.2		1.3		2.1		2.4		0.0		2.1		1.9		0.6		1.1		2.9		1.1		1.9		1.2		1.7		1.6		4.2		2.1		2.3		2.6		2.8		0.0		1.1

		福祉施設 フクシシセツ		火災件数 カサイケンスウ										68		73		69		80		290		66		80		78		61		285		79		91		83		109		362		74		73		73		62		282		80		91		171

				死者 シシャ										0		2		0		12		14		22		1		0		0		23		0		0		4		2		6		0		0		1		3		4		0		0		0

				100人当たり ニンア		0.0		0.0		4.6		2.5		0.0		2.7		0.0		15.0		4.8		33.3		1.3		0.0		0.0		8.1		0.0		0.0		4.8		1.8		1.7		0.0		0.0		1.4		4.8		1.4		0.0		0.0		0.0

		複合用途 フクゴウヨウト		火災件数 カサイケンスウ										0		0		0				0				1729		1771		1974		5474		1927		1856		1885		2241		7909		3695		3693		3678		3729		14795		3638		3768		7406

				死者 シシャ										0		0		0		0		0				21		28		9		58		23		29		27		30		109		87		64		75		79		305		93		92		185

				100人当たり ニンア		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		0.0		1.2		1.6		0.5		1.1		1.2		1.6		1.4		1.3		1.4		2.4		1.7		2.0		2.1		2.1		2.6		2.4		2.5

		事務所 ジムショ		火災件数 カサイケンスウ										865		938		904		924		3631		839		908		862		955		3564		987		1003		1001		1070		4061		799		750		849		808		3206		835		833		1668

				死者 シシャ										2		2		3		2		9				0		2		7		9		7		7		3		0		17		5		7		9		3		24		4		4		8

				100人当たり ニンア		0.4		0.8		0.8		0.8		0.2		0.2		0.3		0.2		0.2		0.0		0.0		0.2		0.7		0.3		0.7		0.7		0.3		0.0		0.4		0.6		0.9		1.1		0.4		0.7		0.5		0.5		0.5

		住居 ジュウキョ		火災件数 カサイケンスウ										18678		19339		18660		19552		76229		19026		19332		18161		17531		74050		17506		16994		17007		16824		68331		19174		19714		19271		18425		76584		18914		19154		38068

				死者 シシャ										1137		1240		1093		1252		4722		1074		1026		1054		1111		4265		1089		1146		1151		1185		4571		1100		1122		1165		1130		4517		1228		1161		2389

				100人当たり ニンア		5.5		5.7		6.0		6.4		6.1		6.4		5.9		6.4		6.2		5.6		5.3		5.8		6.3		5.8		6.2		6.7		6.8		7.0		6.7		5.7		5.7		6.0		6.1		5.9		6.5		6.1		6.3



死者数
（人/100件）

'68-'70

'71-'74

'75-'78

'79-'82

'83-'86

'87-'90

'91-'94

'95-'98

'99-'00

死者数
（人/100件）

死者数
（人/100件）

主な建物用途別に見た火災１００件当たりの死者数（放火自殺者を含む）

用途別火災件数は、白書第３４表より抽出、用途別死者数は、第１７表より抽出
なお、火災による死者の実態　第８表からも抽出できる。

&L&F&D



死者数 放火自殺者除き入りグラフ

		

						1983		1984		1985		1986		83-86		87		88		89		90		87-90		91		92		93		94		91-94		95		96		97		98		95-98		99		2000		99-00

						58		59		60		61		平均 ヘイキン		62		63		1		2		平均 ヘイキン		3		4		5		6		平均 ヘイキン		7		8		9		10		平均 ヘイキン		11		12		平均 ヘイキン

		飲食 インショク		火災件数 カサイケンスウ		1372		1466		1390		1414		5642		1339		1318		1350		1322		5329		1235		1183		1222		1201		4841		591		554		598		587		2330		645		698		1343

		飲食 インショク		死者 シシャ		16		7		13		1		37				4		5		3		12		5		2		7		4		18		3		7		5		3		18		1		4		5

		飲食 インショク				1.17		0.48		0.94		0.07		0.66		0.00		0.30		0.37		0.23		0.23		0.40		0.17		0.57		0.33		0.37		0.51		1.26		0.84		0.51		0.77		0.16		0.57		0.37

						58		59		60		61		平均 ヘイキン		62		63		1		2		平均 ヘイキン		3		4		5		6		平均 ヘイキン		7		8		9		10		平均 ヘイキン		11		12		平均 ヘイキン

		物販店舗 ブッパンテンポ		火災件数 カサイケンスウ		223		227		221		206		877		223		225		214		262		924		300		250		266		265		1081		482		450		475		511		1918		485		494		979

		物販店舗 ブッパンテンポ		死者 シシャ		1		5		0		7		13				1		1		15		17		1		1		3		2		7		1		0		3		3		7		1		4		5

		物販店舗 ブッパンテンポ				0.45		2.20		0.00		3.40		1.48		0.00		0.44		0.47		5.73		1.84		0.33		0.40		1.13		0.75		0.65		0.21		0.00		0.63		0.59		0.36		0.21		0.81		0.51

						58		59		60		61		平均 ヘイキン		62		63		1		2		平均 ヘイキン		3		4		5		6		平均 ヘイキン		7		8		9		10		平均 ヘイキン		11		12		平均 ヘイキン

		旅館ホテル リョカン		火災件数 カサイケンスウ		304		315		293		303		1215		285		282		265		266		1098		275		267		300		268		1110		148		209		180		183		720		192		200		392

		旅館ホテル リョカン		死者 シシャ		16		5		9		1		31				5		1		1		7		0		2		0		15		17		5		4		0		2		11		6		1		7

		旅館ホテル リョカン				5.26		1.59		3.07		0.33		2.55		0.00		1.77		0.38		0.38		0.64		0.00		0.75		0.00		5.60		1.53		3.38		1.91		0.00		1.09		1.53		3.13		0.50		1.79

						58		59		60		61		平均 ヘイキン		62		63		1		2		平均 ヘイキン		3		4		5		6		平均 ヘイキン		7		8		9		10		平均 ヘイキン		11		12		平均 ヘイキン

		病院 ビョウイン		火災件数 カサイケンスウ		151		142		150		144		587		161		141		156		167		625		137		174		162		173		646		128		144		140		129		541		106		172		278

		病院 ビョウイン		死者 シシャ		3		6		2		3		14				3		3		1		7		4		2		3		2		11		2		6		3		3		14		3		0		3

		病院 ビョウイン				1.99		4.23		1.33		2.08		2.39		0.00		2.13		1.92		0.60		1.12		2.92		1.15		1.85		1.16		1.70		1.56		4.17		2.14		2.33		2.59		2.83		0.00		1.08

		病院 ビョウイン

		福祉施設 フクシシセツ				58		59		60		61		平均 ヘイキン		62		63		1		2		平均 ヘイキン		3		4		5		6		平均 ヘイキン		7		8		9		10		平均 ヘイキン		11		12		平均 ヘイキン

		福祉施設 フクシシセツ		火災件数 カサイケンスウ		68		73		69		80		290		66		80		78		61		285		79		91		83		109		362		74		73		73		62		282		80		91		171

		福祉施設 フクシシセツ		死者 シシャ		0		2		0		12		14		22		1		0		0		23		0		0		4		2		6		0		0		1		3		4		0		0		0

		福祉施設 フクシシセツ				0.00		2.74		0.00		15.00		4.83		33.33		1.25		0.00		0.00		8.07		0.00		0.00		4.82		1.83		1.66		0.00		0.00		1.37		4.84		1.42		0.00		0.00		0.00

						58		59		60		61		平均 ヘイキン		62		63		1		2		平均 ヘイキン		3		4		5		6		平均 ヘイキン		7		8		9		10		平均 ヘイキン		11		12		平均 ヘイキン

		複合用途 フクゴウヨウト		火災件数 カサイケンスウ		0		0		0				0				1729		1771		1974		5474		1927		1856		1885		2241		7909		3695		3693		3678		3729		14795		3638		3768		7406

		複合用途 フクゴウヨウト		死者 シシャ		8		29		22		20		79				21		28		9		58		23		29		27		30		109		87		64		75		79		305		93		92		185

		複合用途 フクゴウヨウト				0.00		0.00		0.00		0.00		0.00		0.00		1.21		1.58		0.46		1.06		1.19		1.56		1.43		1.34		1.38		2.35		1.73		2.04		2.12		2.06		2.56		2.44		2.50

						58		59		60		61		平均 ヘイキン		62		63		1		2		平均 ヘイキン		3		4		5		6		平均 ヘイキン		7		8		9		10		平均 ヘイキン		11		12		平均 ヘイキン

		事務所 ジムショ		火災件数 カサイケンスウ		865		938		904		924		3631		839		908		862		955		3564		987		1003		1001		1070		4061		799		750		849		808		3206		835		833		1668

		事務所 ジムショ		死者 シシャ		2		2		3		2		9				0		2		7		9		7		7		3		0		17		5		7		9		3		24		4		4		8

		事務所 ジムショ				0.23		0.21		0.33		0.22		0.25		0.00		0.00		0.23		0.73		0.25		0.71		0.70		0.30		0.00		0.42		0.63		0.93		1.06		0.37		0.75		0.48		0.48		0.48

		事務所 ジムショ

						58		59		60		61		平均 ヘイキン		62		63		1		2		平均 ヘイキン		3		4		5		6		平均 ヘイキン		7		8		9		10		平均 ヘイキン		11		12		平均 ヘイキン

		居住 キョジュウ		火災件数 カサイケンスウ		18678		19339		18660		19552		76229		19026		19332		18161		17531		74050		17506		16994		17007		16824		68331		19174		19714		19271		18425		76584		18914		19154		38068

		居住 キョジュウ		死者 シシャ		1137		1240		1093		1252		4722		1074		1026		1054		1111		4265		1089		1146		1151		1185		4571		1100		1122		1165		1130		4517		1228		1161		2389

		居住 キョジュウ				6.09		6.41		5.86		6.40		6.19		5.64		5.31		5.80		6.34		5.76		6.22		6.74		6.77		7.04		6.69		5.74		5.69		6.05		6.13		5.90		6.49		6.06		6.28

						1983		1984		1985		1986		83-86		87		88		89		90		87-90		91		92		93		94		91-94		95		96		97		98		95-98		99		2000		99-00

		飲食				1.17		0.48		0.94		0.07		0.7		0.0		0.3		0.4		0.2		0.2		0.4		0.2		0.6		0.3		0.4		0.5		1.3		0.8		0.5		0.8		0.2		0.6		0.4

		物販店舗				0.4484304933		2.2026431718		0		3.3980582524		1.5		0.0		0.4		0.5		5.7		1.8		0.3		0.4		1.1		0.8		0.6		0.2		0.0		0.6		0.6		0.4		0.2		0.8		0.5

		旅館ホテル				5.2631578947		1.5873015873		3.0716723549		0.3300330033		2.6		0.0		1.8		0.4		0.4		0.6		0.0		0.7		0.0		5.6		1.5		3.4		1.9		0.0		1.1		1.5		3.1		0.5		1.8

		病院				1.9867549669		4.2253521127		1.3333333333		2.0833333333		2.4		0.0		2.1		1.9		0.6		1.1		2.9		1.1		1.9		1.2		1.7		1.6		4.2		2.1		2.3		2.6		2.8		0.0		1.1

		福祉施設				0		2.7397260274		0		15		4.8		33.3		1.3		0.0		0.0		8.1		0.0		0.0		4.8		1.8		1.7		0.0		0.0		1.4		4.8		1.4		0.0		0.0		0.0

		複合用途												0.0		0.0		1.2		1.6		0.5		1.1		1.2		1.6		1.4		1.3		1.4		2.4		1.7		2.0		2.1		2.1		2.6		2.4		2.5

		事務所				0.2312138728		0.2132196162		0.3318584071		0.2164502165		0.2		0.0		0.0		0.2		0.7		0.3		0.7		0.7		0.3		0.0		0.4		0.6		0.9		1.1		0.4		0.7		0.5		0.5		0.5

		居住				6.087375522		6.4119137494		5.857449089		6.4034369885		6.2		5.6		5.3		5.8		6.3		5.8		6.2		6.7		6.8		7.0		6.7		5.7		5.7		6.0		6.1		5.9		6.5		6.1		6.3





		飲食店・待合		飲食店・待合		飲食店・待合		飲食店・待合		飲食店・待合		飲食店・待合		飲食店・待合		飲食店・待合		飲食店・待合

		物販店舗		物販店舗		物販店舗		物販店舗		物販店舗		物販店舗		物販店舗		物販店舗		物販店舗

		旅館・ホテル		旅館・ホテル		旅館・ホテル		旅館・ホテル		旅館・ホテル		旅館・ホテル		旅館・ホテル		旅館・ホテル		旅館・ホテル

		病院・診療所等		病院・診療所等		病院・診療所等		病院・診療所等		病院・診療所等		病院・診療所等		病院・診療所等		病院・診療所等		病院・診療所等

		福祉・保健施設		福祉・保健施設		福祉・保健施設		福祉・保健施設		福祉・保健施設		福祉・保健施設		福祉・保健施設		福祉・保健施設		福祉・保健施設

		複合用途		複合用途		複合用途		複合用途		複合用途		複合用途		複合用途		複合用途		複合用途

		事務所・官公署		事務所・官公署		事務所・官公署		事務所・官公署		事務所・官公署		事務所・官公署		事務所・官公署		事務所・官公署		事務所・官公署

		住居		住居		住居		住居		住居		住居		住居		住居		住居



死者数
（人/100件）
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※住居用途の　　　　にあっては、放火自殺者を除いた数値である。
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　主な建物用途別に見た火災１００件当たりの死者数（放火自殺者を含む）
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